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まえが さ 

この 規格 は， 工業 標準化 法 第 14 条 によって 準用す る 第 12 条第 1 項の 規定に 基づき， 情報通信 アクセス 
協議会 （ICAC) から， 工業 標準 原案 を 具して 日本工業規格 を 改正す べきとの 申出が あり， 日本 工業 標準 調 
査 会の 審議 を 経て， 経済 産業 大臣が 改正した 日本工業規格 である。 

これによ つて， JISX 8341-4:2005 は 改正され， この 規格に 置き換えられた。 

こ の 規格 は， 著作権法で 保護 対象 となって いる 著作物で あ る 。 

この 規格の 一部が， 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願 又は 実用新案 権に 抵触す る 可能性が ある ことに 注意 
を 喚起す る。 経済 産業 大臣 及び 日本 工業 標準 調査 会 は， このような 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願 及び 実 
用 新案 権に 関わる 確認に ついて， 責任 はもたない。 

J1S X 8341 の 規格 群に は， 次に 示す 部 編成が ある。 
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高齢者 • 障害者 等 配慮 設計 指針 - 

情報通信 における 機器， ソフトウェア 及び サービス 

一 第 4 部： 電気 通信 機器 

Guidelines for older persons and persons with disabilities- 
Information and communications equipment, software and services- 
Part 4: Telecommunications equipment 

序文 

この 規格 は， 2005 年に 制定され， 今日に 至ってい る。 その後， 2007 年に 第 1 版と して 発行され た ITU-T 
F.790 に 対応す るた めに 改正した。 

この 規格 は， 2007 年に 発行され た rnj-TF.790 を 参考に 作成して いる 力 s， 技術的 内容 を 変更して 作成し 

た 日本工業規格 である。 

移動体 通信， インターネット などの 情報通信 技術の めざましい 発展 は， 一面と して 電気 通信 機器 及び 電 
気 通信 サービスの バリア フリー 化に も 貢献して いる。 例えば， 従来の 外出 時の 主要な 通信手段であった 公 
衆 電話 は， 視覚に 障害の ある 利用者に は その 場所 を 特定す る ことが 困難で あり， また， 下肢の 障害な どに 
よって 車い す を 利用して いる 利用者に は， 位置が 高い， ドアが 開けられな いなど， 利用す る ことが 難しい 
場合が あった。 また， 聴覚 又は 言語に 障害が あり 音声 通話が できない 利用者に は 公衆電話 を 利用で きず， 
外出 時の 連絡 自体が 難しかった。 携帯電話 及び それによ る 電子メール （ショート メッセージ を 含む。） の 普 
及が， 障害の ある 利用者の 外出 時の 連絡な ど を 容易に し， 行動の 自由 を 拡大した。 

このように， 情報通信 技術の 発展 は， 高齢者 • 障害者 等の 生活 を も 便利に する が， その 一方で 電気 通信 
機器の 多 機能 化， 複合 化 及び 小形 化に よって， 新たな バリア を 生む 可能性 も あり， これらの 機器 を 企画' 
開発 • 設計す ると きに， 高齢者 • 障害者 等に 配慮す る ことが 重要で ある。 この 規格 は， 生に 高齢者， 障害 
の ある 人々 及び 一時的な 障害の ある 人々 力、 様々 な 電気 通信 サービス を 利用す る ときに 使用す る 機器の ァ 
クセシ ピリ ティ を 確保， 向上す るた めに 配慮すべき 事項に ついて 規定して いる。 その 中で も 特に， 利用者 
が 家庭 若し く は 職場で， 又は 携帯して 使用す る 機器 を 主な 対象と している。 

なお， 既存の t>i 能が 複合 化した 機器， 公衆 用 又は 特殊 用途の 器， 電気 通信 サービス を 利用す る ことが 
主たる 目的で はない が， ネッ ト ワークに 接続して 使用す る ことが 可能な 機器な どに ついても， この 規格が 
参考になる。 

なお， この 規格 は， 電気 通信 サービス に関して は 規定して いない 力ち 電気 通信 ァクセ シビリ ティ を 確保 
する ために は， 主に 聴覚 又は 言語に 障害の ある 利用者の ための 電話 リレー サービス， リアルタイムの 文字 
通信な どのよう に， 利用者が 直接 操作す る 機器に 対する 配慮 だけで は 解決が 困難で， その他の 電気 通信に 
関する 設備 及び 電気 通信 サービス 全体で 解決すべき 課題 も ある。 この ことから， 電気 通信 サービスに 関し 

て は， ITU-T F.790 を 参考に して， 附属 書 A 電気 通信 サービス に関する 配慮 事項 を 記載した。 
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1 適用 範囲 

この 規格 は， 電気 通信 機器の ァクセ シビリ ティ を 改善し， 職場， 家庭， 移動 中 及び 公共の 環境で 幅広く 
利用で きる ようにす るた めの 指針で あり， 高齢者， 障害の ある 人々 及び 一時的な 障害 を もつ 人々 （以下， 
高齢者 • 障害者 等と いう。） を 含む， 幅広い 感覚， 身体， 認知の 能力 を もつ 人に 対する 電気 通信 機器 を 企画， 
開発 及び 設計す る ときに 配慮すべき 事項に ついて 規定す る。 

注記 1 この 規格 は， 高齢者 • 障害者 等 を 含む， 幅広い 感覚， 身体， 認知の 能力 を もつ 人に 対する 電 

気 通信 機器の 流通， 調達 及び 評価に 関与 するとき にも， 利用す る ことができる。 
注記 2 複合 製品な ど， 従来の 電気 通信 機器に 当てはまらない 新しい 概念の 製品 及び 製品 群 も， この 
規格に 従う ことが 望ましい。 ただし， 今後 その 製品 群に 関する 規格が 制定され た 場合 は， そ 
の 規格に よる。 

2 引用 規格 

次に 掲げる 規格 は， この 規格に 引用され る ことによって， この 規格の 規定の 一部 を 構成す る。 この 引用 
規格 は， 記載の 年の 版 を 適用し， その後の 改正 版 （追 補 を 含む。） は 適用し ない。 

JIS X 8341-1:2010 高齢者 • 障害者 等 配慮 設計 指針 一 情報通信 にお ける 機器， ソフト ゥェ ァ 及び サー 
ビス 一 第 1 部： 共通 指針 

注記 対応 国際規格 ： ISO 9241-20:2008, Ergonomics of human- system interaction - Part 20: Accessibility 
guidelines for information/communication technology (ICT) equipment and services (IDT) 

3 用語 及び 定義 

この 規格で 用いる 主な 用語 及び 定義 は， JISX 8341-1:2010 による ほ 力、 次に よる。 

3.1 

電 5a 通 機 i5§ (telecommunications equipment) 

電気 通信に 関する 設備の 中に おいて， 電気 通信 サービスの 利用者が 直接 操作す る 機器。 
3.2 

電 3=a 通 ィ言ダ ク t: ン匕 リ丁ィ (telecommunications accessibilitv; 

高齢者 • 障害者 等 を 含む 様々 な 能力 を もつ 最も 幅広い 層の 人々 に対する， 電気 通信 機器 及び 電気 通信 サ 
—ビスの ユーザ ピリ ティ。 
3.3 

電 5a 通 ィ言サ 一 ヒ 入 (telecommunications services; 

電気 通信 に関する 設備 を 用 レ 3 て 利用者に 提供され る 便益。 
3.4 

基本 機能 

電気 通信 機器が 提供す る 主たる 機能であって， 製品 カテゴリーに 共通す る 機能で あり， 付帯的な 機能で 
はない もの。 

注記 この 規格に おける 固定 電話機， 携帯電話 機， ファクシミリ 及び テレビ 電話機の 基本 機能に つい 
て は， 附属 書の B.l， C.1, D.1 及び E.1 を 参照。 

4 —般 原則 

電気 通信 機器 を 企画， 開発 及び 設計す る 人々 （以下， 開発 者と いう。） 力、 電気 通信 ァクセ シビリ ティ を 
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確保し， 向上させる ために 守らなければ ならない 一般 原則 は， 次に よる。 

a) 高齢者 • 障害者 等が 可能な 限り 独力で 電気 通信 機器 を 利用で き るよう にす る。 

注記 1 高齢者 • 障害者 等に 配慮す るた めの アプローチに ついては， 5.2 を 参照。 
注記 2 利用者への 適合 性 を 評価す る 場合に は， 開発 プロセス における 活動 （5.4 参照） を 通じて 
評価 を 行う。 

注記 3 ァクセ シビリ ティ を 十分に 確保す るた めに は， 人的 支援が 必要な 場合が ある。 ただし， ァ 
クセシ ピリ ティ 確保の ための 解決 手段 は， 個別の 人的 支援 （支援者， 家族に よる 支援 等） 
を 利用す る こと を 前提と しない ことが 望ましい。 

b) 知的能力， 記憶な どの 認知 機能に 過度の 負担 を かける ことなく， 可能な 限り 電気 通信 機器 を 利用で き 

るよう にす る。 また， 文化の 差異 又は 言語の 違いが ある 場合， 及び Z 又は 初めて 利用す る 場合に も， 

可能 な 限 り 電気 通信 機器 を 利用 できる ようにす る。 

C) 電気 通信 ァクセ シビリ ティ を 確保す るた めの 方法に よって， 既存の 機能で 実現で きる ことと 同等 又は 
それに 類似した こと を， 高齢者 • 障害者 等が 達成で きる ようにす る。 

d) 電気 通信 ァクセ シビリ ティ を 確保 するとき は， 利用者の 心身の 安全 も 確保す る。 

e) 電気 通信 ァクセ シビリ ティ を 確保 するとき は， 利用者の 情報 セキュリティ も 確保す る。 



5 企画， 開発 及び 設計に おける 要件 

5.1 企画， 開発 及び 設計に おける 基本的 要件 

企画， 開発 及び 設計に おける 基本的 要件 は， 次に よる。 

a) 事業 管理者 及び 開発 管理者 は， 電気 通信 機器 を 企画， 開発 及び 設計す る ときには， 電気 通信 ァク セシ 
ピリ ティ 方針 を 設けな ければ な ら ない。 また， そ の 方針 を 開発 者が 遵守す る こと を 確認 し な ければ な 
ら ない。 

b) 開発 者 は， 電気 通信の ァクセ シビリ ティ を 確保し， 向上させる ために， この 規格に 規定す る 要件に 配 
慮して， 企画， 開発 及び 設計し なければ ならない。 

注記 個々 の 機器に この 規格 を 適用 するとき は， この 規格の 中から 要件 を 選択して 適用す る。 要件 
の 選定 を するとき は， そ の 選定 理由 及び 配慮 内容 を 明示す る 。 
C) 開発 者 は， 電気 通信 機器 を 新しく 設計す る 場合に は， 可能な 限り 既存の 規格 を 利用し， 既存 機器との 

互換性 を もたせる ことが 望ましい。 
5.2 ァクセ シビリ ティ 確保の ための アプローチ 

開発 者 は， 電気 通信 ァクセ シビリ ティ を 確保す るた めに， 次の アプローチ を 取る ことが 望ましい。 

a) 電気 通信 機器 を， 全ての 利用者が， 設定 変更な どの 特別な 準備 をす る ことなく 利用で きる ように， 可 
能な 限り 設計す る。 

注記 この アプローチ は， 公衆電話 機な どの 公衆 端末 を 設計す る 場合に 重要で ある。 

b) 電気 通信 機器 を， 個々 の 利用者の ニーズに 合わせて 設定 を 変えられる ように 設計す る。 

例 多 機能な 電気 通信 機器に おいて は， 利用 頻度の 高い 機能 だけ を 選択で きる 操作 モー ドを 提供す 

る。 

注記 この アプローチ によって， 能力 及び 利用 ニーズの 異なる 利用者が， 電気 通信 機器の 操作 方法 
を 最適化す る ことができる。 
C) a) 及び b) が 不可能 又は 不適切な 場合， 全ての 利用者 全体の ニーズ を カバーす る 一連の 電気 通信 機器 群 
又は 幾つかの 電気 通信 機器 を， 可能な 限り 提供す る。 
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例 1 視覚に 障害の ある 利用者な どのた めに， 音声 読 上げ 機能の 入った 携帯電話 極 を 提供す る。 
例 2 多 機能な 電気 通信 機器の 操作に 不慣れな 高齢者な どのた めに， 音声 通話に 機能 を 限定した 携 
帯 電話機 を 提供す る。 

d) a), b) 及び c) では 対応で きない 利用者の ニーズ を 満たす ために， 支援 技術との 接続性 を 確保して， こ 
れらの 利用者が 自分の ァクセ シビリ ティ 確保の ための 手段 を 創出す る 基礎 を 提供す る （6.6 及び 7.5 参 
照)。 

5.3 基本 方針 

開発 者 は， 電気 通信 ァクセ シビリ ティ を 確保し， 向上させる ために， 人間 中心 設計の 概念 を 理解す る こ 
と が 望ま しい。 電気 通信 ァ クセシ ピリ ティ に 対す る 人間 中心 設計の 取組み は， 次の よ う に 特徴 づけ られ る。 

a) 開発 製品が 対象と する 利用者の 要求 内容 を 把握す るた めに， 高齢者' 障害者 等， 支援者な ど を 開発 プ 
口 セスに 参加させる。 

注記 利用者の 要求 事項 及び 心身 機能の 特性 は 多様で あり， 使用 環境に よる 影響 も 大きい。 したが 
つて， これらの 利用者に 開発 プロセスに 積極的に 参加して もらい， 開発 者との コミュニケ 一 
シ ヨン を 促進す る ことで， 電気 通信 ァクセ シビリ ティ を 確保 . 向上す るた めの 有効な 情報が 

得られる。 

なお， 利用者 参加の 方法 は， 開発 プロセス における 手法に よって 異なる。 

b) 開発 製品が 対象と する 利用者に 使いやすい ユーザインタフェースに する ために， 機能 を， 利用者の 操 
作に 任せる ものと， 電気 通信 機器 及び 電気 通信 サービスが 受け もつ ものと に 適切に 切り分ける。 

注記 機能が 適切 に 切り分けされ ていな レ ュ 場合 は， 高齢者 • 障害者 等 にと つて 使いに くいもの にな 
る。 また， 必要 以上の コスト を 要したり する 場合が ある。 践 能 を 配分す る 場合に は， 電気 通 
信 ァクセ シビリ ティに 加えて， デザイン， コスト， 信頼性な どに 対する 配慮 も 重要で ある。 
C) 設計 及び 評価 を 繰り返す。 

注記 利用者の 要求 事項に 配慮した 製品 仕様 を 決定し， 利用者な どに よる 評価 を 活用して 電気 通信 
ァクセ シビリ ティ を 確保 • 向上 する ため の 設計 過程 を 繰 り 返す。 
d) 開発 プロセス に 多様な 専門家 を 参加させる。 

注記 利用者の 心身 機能の 多様性に 適切に 対応す るた めに は， 開発 者 だけで はなく， 人間工学の 専 
門 家， ァクセ シビリ ティの 専門家， ユーザインタフェース デザイナー， システムエンジニア， 
プログラマ， サポート 担当者， 営業部 門な どの 多様な 職種の 人が 参加す る ことが 必要で， こ 
れ によって ァクセ シビリ ティ が 確保 された 利用者に 使いやすい 機器 を 設計す る こと が 可能 に 
なる。 

5.4 開発 プロセス に関する 活動 

開発 者 は， 開発 プロセスの 計画に， 電気 通信 ァクセ シビリ ティ を 確保す るた めの 方針 を 含めなければ な 
ら ない。 5.4.1〜5.4.4 に 示す 4 項目の 開発 プロセス に関する 活動 を， 目標 達成まで 繰り返す ことが 望まし 
い。 .118 X 8341-1:20 10 の 5.3 (プロセス) を 参照。 
5.4.1 利用 状況の 把握 及び 明示 

開発 製品が 対象 と する 利用者の 利用 状況の 理解 及び 特定の た め に， 次の 活動 を 行 う 。 
• 開発 製品が 対象と する 利用者の， 心身 機能の 特性 を 把握す る。 

• 開発 製品が 対象と する 利用者の， 電気 通信 機器の 利用に 関する 知識， 経験， 要求な ど を 把握す る。 
' 開発 製品が 対象 とする 利用者が 電気 通信 機器 を 利用す る 場合の 環境 を 把握す る 。 

注記 高齢者 * 障害者 等 は， 電気 通信 機器 を 利用 するとき， 環境に よる 影響 又は 制限 を 受ける ことが 
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多い。 

5.4.2 利用者の 要求 事項の 把握 

開発 製品が 対象 とする 利用者の 要求 事項 を 把握す るた めに は， 次の 活動 を 行 う 。 
• 開発 製品が 対象と する 利用者に 合わせて， 要求 事項 を 特定す る。 
• 開発 製品が 対象と する 利用者 間の 要求 事項の 優先順位 を 決定す る。 
• 関係す る 法律な どで 示 される 要求 事項 を 把握す る 。 

注記 箇条 4， 箇条 5， 及び 附属 書 B 〜附属 書 E の 中から， 必要な 要求 事項 を 一つ 以上 選択す る。 
5.4.3 設計に よる 解決 案の 作成 

設計に よ る 解決 案 を 作成す るた めに， 次の 活動 を 行 う 。 
• この 規格に 記載の 具体的な 配慮 要件， 解決の ための 例 及び 注記， 並びに 人間工学， 認知 工学な どの 既 
存知 識を 利用す る。 

. シミュレーション， モデル， モックアップ など を 利用した 解決策の プロトタイプ を 作成す る。 
5.4.4 要求 事項に 対する 評価 

要求 事項に 対す る 設計の 評価 をす るた めに， 次の 活動 を 行 う 。 
• 対象と する 利用者に よる プロ ト タイプの 評価 を 行う。 

- 評価 結果 を 元に 必要に応じて 各 活動に 戻り， 対象と する 利用者の 要求 事項 を 達成す るまで， 開発 プロ 
セスの サイ クル を 繰り返す。 

6 操作 及び 利用 に関する 共通 要件 
6.1 操作 

6.1.1 基本 機能の 操作 

電気 通信!; ま 器の 基本 機能に 関わる 使用 開始から 使用 終了までに 必要な 全ての 操作 は， 容易に 完了で きな 
ければ ならない。 

注記 基本 機能 以外の 付帯的な 機能に ついては， 利用の 状況な どが 配慮され て， ァクセ シビリ ティ 確 
保の 範囲が 定められる。 

6.1.2 操作 手順の 容易 性 

電気 通信 機器 は， 利用者の 認知 過程 及び 行動 特性 を 考慮して， 可能な 限り， 容易な 手順で 操作で きる こ 
とが 望ま しい。 

例 1 操作 手順 又は 画面の 内容 を 記憶して いる ことが それに 続く 操作に 必要な 場合に は， それまでに 

行った 操作 手順が 表示され た り ， 画面の 表示が 再 提示され た りする。 
例 2 片手 だけで 入力で きる。 
例 3 音声 ガイ ダンス だけで 情報 力 《取得で き る。 
例 4 メニューの 対話 方式 だ け で 操作で き る 。 
例 5 画面が 遷移しても， 情報の 表示 形式が 一貫して いる。 

注記 1 利用者 は， 類似した 機器の 使い慣れた 操作と 大きく 変更がなければ， 操作 を 新たに 理解' 記 

憶し なくても， 容易に 類推して 操作す る ことができる。 
注記 2 加齢な どに よって 記憶力が 低下して いる 利用者 は， 操作 手順 又は 画面の 内容 を 正確に 記憶す 

る こ とが 難しい 場合が ある。 
注記 3 機器 本体の 操作 方法な どに 一貫性 を もたせる ことによって， 支援 技術 を 利用した 場合で も， 

操作の 容易 さ 及び 操作 効率の 低下 を 防ぐ ことができ る。 
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注記 4 メニュー 対話に 関する， メニュー 構造， メニューの 提示な どの 推奨 事項に ついては， JIS Z 
8524 に 記載され ている。 

6.1.3 確認 

次の 項目の 利用者に よる 確認 は， 複数の 感覚に よってで きなければ ならない。 
• 機器が 使用可能な 状態 か 
• 通信 回線が 使用 可能 な 状態 か 
• 操作の 結果 

• 人力 操作が 意図 された ものであった か 

• まもなく 機器 力 M 吏 用で きなくなる こと， また， もし可能ならば その 理由。 
これらの 項目 以外の 状態の 確認 も， 複数の 感覚に よってで きる ことが 望ま しい。 
例 1 操作 可能な 状態 かどう か を， 画面 表示 だけでなく， 報知 音で も 確認で きる。 
例 2 通話 可能な 状態 かどう か を， 報知 音 だけでなく， 視覚 的 表示で も 確認で きる。 
例 3 モードが 変化した こと を， 画面 表示 だけでなく， 報知 音で も 確認で きる。 

例 4 数値し か 入力で きない 入力 領域に 誤って 文字 を 入力した ような 場合の エラ一 メッセージ は， 報 

知 音 だけでなく， 画面に も 表示され る。 
例 5 注意 メッセージ は， 画面 表示 だけでなく， 音声 ガイダンス でも 出力され る。 
注記 1 情報 力 碎見覚 的に 表示され ている だけで は， 視覚 障害の ある 場合， 及び 画面 を 見る ことので き 

ない 利用 環境に おいて は， その 内容 を 把握で きない ことがある。 また， 情報 を 音声で しか ガ 

イドで きないと， 聴覚 障害の あ る 場合， 騷音 環境 及び 音 を 出力で き な い 利用 環境に おいて は， 

その 内容 を 把握で きない こ とが ある。 
注記 2 複数の 確認 機能 を 提供す る こと は， 記憶力な どの 認知 機能が 低下した 利用者， 及び 多様な 利 

用 環境に おいても 有効で ある。 
注記 3 確認 機能の 提供 方法と して， 視覚 情報 を 聴覚 情報で 代替す るな どの 方法の ほかに， 音量 を 上 

げる な どの 感覚 機能の 低下 を 補償す る 方法 も ある。 
6.1.4 時間 制限への 対応 

電気 通信 « は， 一定 時間 以内に 利用者から 入力 を 求める 場合に は， 可能な 限り， 制限時間の 調節が で 
きる ことが 望ま しい。 それが できない 場合 は， 時間 制限が ある 旨 を 事前に 通知す る ことが 望ま しい。 
例 1 情報 提示 及び 入力 確定に 時間 制限がない。 

注記 操作に 時間が かかり， 入力 時間 制限で 画面が 自動的に 変化した 場合に， 利用者が これ 
に 気づかず， 操作が できな く な る 場合が ある。 
例 2 入力した 電話番号 を 確認 してから 発信で きる。 

注記 加齢な どに よる 認知 機能の 低下， 視力 低下， 筋力 低下， 麻 ひ （痺 )， 手の 震え， 不随意 
運動な どのた めに， 応答の 入力に 時間が かかる 場合が ある。 
6.1.5 誤 操作の 防止 

電気 通信 機器 は， 利用者が 誤 操作し に く い 配慮が されて いなければ ならない。 
例 1 各種の 操作 ボタンの 配置， 配色， コントラスト 及び 形状が 視覚 的に 分かりやすい。 各 操作 ボタ 

ンに 印刷され た 文字 又は 図 記号が 分かりやすい。 
例 2 利用者に 応答 を 求める ときに， 簡潔で 分かりやすい 表現， 読みやすい サイズの 文字， 明瞭な 口 

調で 聞き取り やすい 音量 及び 速度の 音声 ガ ィ ダンスな ど 力 いられて いる。 
例 3 視覚に 障害の ある 利用者が 触覚 又は 聴覚で 正しい キーが 分かる よう にす るた めに， 操作の 基準 



著作 歸 法に よ り で ゆ iW, IMW は 禁止され て お り ま す。 



7 

X 8341-4 ： 2012 



となる 位置の キーに 凸 記号 表示が 付いていたり， 又は， キーの 名称 若しくは 機能 を 音声で 読み 
上げたり する。 

例 4 用紙， インク リボンな どの 消耗品 は， 正しい 方向で 補充 又は 交換が できる。 周辺機器 など は， 

正しい 方向で 接続で きる。 
例 5 データの 送信， 消去な どに おいて， 操作が 取消しで きないと きに， あらかじめ 利用者に 操作の 

確認 を 求める。 
6.1.6 誤 操作の 取消し 

電気 通信 機器 は， 可能な 限り， 利用者が 誤 操作 を 取消し， 操作 前の 設定 又は 状態に 戻れなければ ならな 
レ、 

例 1 複数回の 操作 を， 1 回ず つ 取消し 又は 操作 前の 状態に 順に 戻る ことができる。 
例 2 階層 メニューの 選択 を 誤った ときに， 一つ 前の メニューに 戻る ことができる。 
注記 データ 送信の 取消 し な ど 電気 通信 機器 だけで 対応で きない 場合， 電気 通信 機器の 記憶容量の 制 
限な どで 記憶で き な ぃ大 容量 デー タの 復旧な ど は 除 く 。 
6.1.7 操作の 起点への 復帰 

電気 通信 機器 は， 利用者が 操作の 途中で も， 簡単に 操作の 起点に 戻る ことができなければ ならない。 
例 メニュ 一 操作 中 に 操作が 分か ら なくなった 場合， トップ メニュー などに 戻る こと がで き る 。 
6.1.8 異常 時の 操作 

電気 通信 機器 は， 異常が 発生した 場合に， 利用者 自身に よって 可能な 限 り 操作 可能な 状態に 復帰で きな 
けばなら ない。 

例 1 電源 を オフに してから 再度 電源 を オンに する ことで， 操作 可能 な 状態 に 戻る。 
例 2 リセット ポタン を 押す ことで， 初期設定 状態に 戻る。 
6.1.9 出力の 調整 

音響， 振動， 画面 点滅な どの 出力 は， 利用者 自身に よって 調節で きなければ ならない。 また， その 出力 
の 状態 は， 分かりやすく 提示され る ことが 望ましい。 

注記 1 皮膚感覚が 低下す る と， 振動 レベルが 弱い と 気がつかない ことがある。 

注記 2 視野が 狭い 場合， 画面の 点滅 領域の 大きさ 又は 点滅 タイミング によって は， 点滅して いる こ 

とが 分からない 場合が ある。 
注記 3 聴覚 障害が あると， 電気 通信 機器から 大きな 音が 出て いて 周囲へ 迷惑 を 与えて いても 分から 
ない 場合が ある。 
6.1.10 エラーメッセージ 

エラー メ ッ セージ 及び その 対応 方法 は， 明確で 曖昧さがない こ とが 望ま しい。 
6.2 設置， 接続 及び 設定 

設置， 接続 及び 設定に 関する 共通 要件 は， 次に よる。 

a) 包装 容器の 開閉 及び 包装 容器からの 取 出し は， 利用者 自身に よって 容易に できる ことが 望ま しい。 

例 1 こん （梱） 包 箱の 上下 を 分かりやすく する ために 印が 付いている。 
例 2 こん （梱） 包 箱 を 開ける 方法が 図示され ている。 
例 3 こん （梱） 包 箱に 手 を 入れ やすくな つてい る。 

例 4 輸送 用の 包装 材 及び 固定 テープ を， 見分け やすく， 取り外し しゃすい。 

b) 電気 通信 板 器の 組立て 及び 取 付け 作業 は， 利用者 自身に よって 容易に できる ことが 望ましい。 

C) 電気 通信 機器 は， 設置が 容易な 構造で， コネクタの 接続， ケーブルの 配線な どが， 利用者 自身に よつ 
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て 誤りな く 容易に できる ことが 望ましい。 
例 着脱す る 可能性の ある 端子な ど 力、 正しい 向きで 挿入 及び 取 外しが できる ような 配色， コント 
ラス ト， 又は 形状に なって いる。 

d) 電気 通信 機器 は， 操作 中に 設置 位置から 簡単に 動いた り 及び 転倒した り しないよう にしなければ なら 
ない。 

例 電気 通信 機器 を 固定す るた めの 金具， ねじ 穴な どが 付いている。 

e) トレーな どの 附属 品， 電池の 取 付け 位置 及び 取 付け 方法 は， 分かりやすくなければ ならない。 

時刻 • 名前 • 電話番号 などの 情報の 電気 通信 機器への 登録 作業 は， 利用者 自身に よって 容易に できる 

こ とが 望ま しレ 1。 

注記 登録 情報に は， 電話帳 登録， 短縮 ダイヤル 設定， 時刻 設定， 利用者 名な どが ある。 
g) 通常の 消耗品の 交換 作業 は， 利用者 自身に よって 容易に できる ことが 望ましい。 

注記 1 通常の 消耗品の 交換 作業 は， 電池の 交換， インク リボンの 交換， 紙の 補給な どが ある。 

注記 2 視覚 障害， 加齢な どに よる 視力 低下な どのた めに， 消耗品の 位置 及び Z 又は 着脱の 向きが 
分かりに く い 場合が ある。 
6.3 心身の 安全性 
6.3.1 安全性の 確保 

電気 通信 機器 は， 利用者が 行う 操作 又は 動作に よって， 利用者の 安全 及び 健康に 悪影響 を 与えて はな ら 

ない。 

例 1 鋭利な 角で 指な ど を 損傷し ないた めに， 利用者が 触る 可能性の ある 箇所 は， 鋭角に しない。 
例 2 インク リ ボン 又は トナー カート リ ッジの 交換 を 手探りで 行っても， 高温 部に 触れない 構造に す 

る。 

例 3 利用者が 誤って 危険な 作業 を 行う と 予見され る ことに ついては， 複数の 手段 を 用いて 警告す る。 
6.3.2 電波， 電磁 ノイズな どへの 配慮 

電気 通. 信 機器が 発生させる 電波， 電磁 ノイズな どの レベル は， 国内 及び Z 又は 国際的 合意の 範囲 内に 収 
めなければ ならない。 

注記 1 "時間 変化す る 電界， 磁界 及び 電 磁界に よる 曝露 を 制限す るた めの ガイドライン （300 GHz 
まで） [平成 10 年 4 月 国際 非 電離 放射線 防護 委員会 （ICNIRP) 策定]" は， 電磁波の 健康 
への 有害な 影響 を 防止す るた めの EMF (電界， 磁界 及び 電磁 界） ばく （曝） 露 制限の 国際的 
指針で ある。 

注記 2 "医用 電気機器への 電波の 影響 を 防止す る た めの 携帯電話 端末 等の 使用 に関する 指針 [平成 
9 年 3 月 27 日 不要 電波 問題 対策 協議会 （現 電波 環境 協議会） 策定]" は， 平成 7 年〜 平成 8 
年に かけて 運用 さ れ ていた 機器の 調査に 基づ く 携帯電話 機な どに よ る 医用 電気機器 （補聴器， 
ペース メーカな ど） への 電波の 影響 を 防止す るた めの 指針で ある。 また， 総務 省で は， 携帯 
電話な ど と 医用 電気機器 と の 双方に お ける 状況の 変化に 対応す るた め， 平成 12 年度から 継続 
的に "電波の 医療機器 等への 影響に 関する 調査" を 実施して， その 結果 を 公表して いる。 
6.3.3 光 過敏 性 発作への 配慮 

画像， 光な どの 点滅 は， 光 過敏 性 発作な ど を 誘発 させない ように， 点滅 条件が 配慮され なければ ならな 
い [JISX 8341-1:2010 の 7.2.12 (点滅に 反応す る 利用者） を 参照]。 
6.3.4 アレルギーへの 配慮 

皮膚に 常時 接触す る 箇所に は， アレルギー を 引き起こす 可能性の ある 材料が 用いられない ことが 望ま し 
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い。 用いる 場合 は， 利用者に 材料に 関する 情報が 開示され なければ ならない [JIS Z 8071:2003 の 9.5 (ァ 

レルギ 一） を 参照]。 

注記 アレルギー を 引き起こす 素材と して は， ニッケル， クロム， 一部の ゴムな どが ある。 
6.3.5 過大な 音響の 回避 

音響 出力 は， 聴覚 を 損なうよ うな 音量に なって はならない。 

注記 聴覚 障害者の 中には， 非常に 大きな 音響 出力が 必要 かつ 有効な 場合 も あるが， それ は 補聴器の 
ような 医療機器 によって 提供され る。 
6.4 情報 セキュリティ 
6.4.1 プライバシーの 保護 

私的 又は 秘密の 性質 を も つ 情報 を 保護す るた め， 安全 かつ ァクセ シビリ ティ を 確保し た 操作 手順が 提供 
されなければ ならない。 この 手順の 中で 秘密 情報 を 入手す る 第三者 は， その 情報の 秘密 を 守らなければ な 
ら ない。 

注記 情報 セキュリティに 配慮し ないで 音声 化 を 行う と， パスワード， 個人情報 などの 重要な 情報が 
第三者 に 漏れる 可能性が あ る 。 
6.4.2 生体 個人 認証に 対する 代替 手段 

指定され た 生体 個人 認証の データ を 入力で きない 利用者に は， 代替 手段が 提供され る ことが 望ま しい。 
例 指紋 認証， アイリス [こう （虹） 彩] 認証， 顔 認証な どの 認証 方式 を 使用す る 場合に， 代替 手段 

と して 暗証番号 を 入力で きる。 
注記 生体 個人 認証に 使用して いる 身体の 部位に 障害が あると， 利用で きない 場合が ある。 
6.5 コンテンツ 利用の 権利 

電気 通信 機器 は， 点字 変換， 法律で 認められた 録音な ど を， 阻害して はならない。 
注記 著作権法 第 37 条 では， 公表され た 著作物から 点字 出力の ための 電子化 点字 ファイルへの 変換 
及び 特定の 施設での 録音 は 認め られ ている。 
6.6 代替 手段 

代替 手段に 関する 共通 要件 は， 次に よる。 

a) 支援 技術 を， 可能な 限り 利用で きなければ ならない。 

注記 1 手の 震え， 不随意運動 などに よって， 細かな キー入力 操作が できない 利用者に は， 大形の 

キー ポー ドが 有効で ある。 
注記 2 筋力 低下， 麻 ひ （痺） などに よって， 手の 動かせる 範囲に 制限が ある 利用者に は， 小形の 

キー ボー ドが 有効で ある。 
注記 3 肢体 不自由な どに よって， 操作 ポタン を 押しに くい 利用者に は， 足な どで 操作す る 大形 ス 

ィ ツチ， 身体の 僅かな 動きで 操作す る マイクロス ィ ツチ， 呼気 スィ ツチな どが 有効で ある。 
注記 4 視覚 障害な どに よって， 画面 表示が 見えに くい 利用者に は， 表示 機能に 表示され ている 情 

報 を 読み上げる 音声 合成 装置が 有効で あ る 。 
注記 5 聴覚 障害な どに よって， 着信 音が 聞こえに くい 利用者に は， 着信 時に 点滅す る 外付け のラ 

ィ トが 有効で ある。 

b) 利用者が 支援 技術 を 利用す る 場合， 機器 本体の 機能 （操作 ボタン， キー 及び スィッチ を 含む。） を 併用 
できる こ とが 望ましい。 

例 特別な キーボードが 接続され ている 場合で も， 標準の キーボードから も 入力で きる。 

注記 介助 者が 入力 操作な ど を サポート する と き， 利用者に 適合 させた 特別な キー ボー ド だけし か 
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接続で きないと， 効率的 に 操作で き な い 場合が あ る 。 
6.7 機器 個別の 要件 

固定 電話機， 携帯電話 機， ファクシミリ 及び テレビ 電話機の 四つに ついては， 6.1〜6.6 に加えて， 機器 
個別に 配慮すべき 要件 を， 附属 書 B 〜附属 書 E に 示す。 

7 機器に 関する 共通 要件 
7.1 入出力 インタフェース 
7.1.1 操作 パネルの レイアウト 

操作 パネル （タツ チ パネル を 含む。） の レイアウト に関する 共通 要件 は， 次に よる。 

a) 操作 ボタン， キー， スィッチ など は， 操作の 論理 性に 加えて， 利用者の 認知 過程， 運動 能力 及び 行動 
特性 を 考慮して， 分かりやすく， 操作し やすく， 力、 つ， 誤 操作し にくい ように 配置され なければ なら 
ない。 

注記 1 操作 ポタン は， 電気 通信 機器が もつ 機能 を 有効に する ために， 選択 又は 押下す る もので あ 
る。 キー は， 文字 キー， テンキー など 一般的に そのものに 印字 又は 表示が 付記され， 文字， 
数字な ど を 入力す る ものである。 ただし， 機器 又は 目的に よって 操作 ポタン 及び キー は， 
厳密に 使い分けられ ている わけで はない。 スィッチ は， 機構 的に 機能 を オン 又は オフす る 
ために 使用す る ものである。 

注記 2 操作 ボタン， キー， スィッチ など を 論理的に 配置す るた めに は， JISC 0447 を 参照して， 
使用 順序， 使用 頻度， 優先順位 など を 考慮す るの がよ い。 

例 1 操作 ポタン， キーな ど は， 誤 入力し ないように 間隔 を あけて 配置され ている。 
例 2 使用 順序， 優先順位 などが ある 画面 内の 操作 ポタン， キー 及び テキスト は， 左 か 
ら 右へ 上から 下に 配置され ている。 

注記 3 利用者が 画面 を 見る 場合， 視線 は， 一般に 左上から 右下に 向かって 移動す る ことが 多い。 

注記 4 スクリーン リーダー （読 上げ ソフト） は， 表示 画面 上の 配置と は 無関係に， ソース プ ログ 
ラムに 記述され た 順番で 読み上げ るので， ソース プログラム は， 表示 画面 上の 配置と 対応 
する 順番で 記述す る と， 音声で 聞いても 内容が 分かりやすい。 

注記 5 視覚 障害， 加齢な どに よる 視力 低下な どのた めに， 操作 ポタン， キー， スィッチな どの位 
置が 確認し にくい 場合が あるので， それらの サイズ， 色な どの ほかに， レイアウト を 工夫 
して， グループ 分け を 明確に したり， 個々 の 判別 をし やすくした りする のがよ い。 

注記 6 筋力 低下， 麻 ひ （痺 )， 手の 震え， 不随意運動 などの ために， 操作 ポタン， キー， 及び スィ 
ツチ を 正確に 押す ことが 難しい 場合が ある。 押し やすくす るた めに は， それらの サイズ， 
形状な どの ほかに， 間隔 を 広げるな どの レイ ァゥ トの 工夫 をす るの がよ い。 

b) 過度に 長い 行の 表示 及び 過度に 詳細な 情報 は， 避けなければ ならない。 

C) 画面 内に 表示され る メニュー など を 選択 又は 操作す る 操作 ボタン 及び キー は， 相互の 関係 を 考慮して， 

分かりやすい 位置に 配置され なければ ならない。 
め スィッチ， レバーな どの 操作 方向 は， 機器の 動作 方向 又は 表示 画面の スクロール 方向と 一致して いな 

ければ ならない。 

e) 多数 ある 操作 ポタン は， 視覚 及び 触覚で 識別し やすく なければ ならない。 

注記 視覚 障害， 加齢な どに よる 視力 低下， 指先 感覚の 麻 ひ （痺 )， 皮膚感覚の 鈍化な どのた めに， 
操作 ポタン， キー， スィッチ などの 位置 及び 機能が 分かりにくい 場合が ある。 
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.2 操作 ボタン， キー 及び スィッチ 

操作 ポタン， キー 及び スィッチ に関する 共通 要件 は， 次に よる。 

操作 ボタン， キー 及び スィッチ は， 可能な 限り 視覚と ともに 触覚で も 識別し やすい 大きさ 及び 形状で 
なければ ならない。 

操作 ボタン， キー 及び スィッチ は， 操作し やすく， かつ, 誤 操作し にくい 大きさ 及び 形状で なければ 
ならない。 

注記 筋力 低下， 麻 ひ （痺 ）， 手の 震え， 不随意運動 などの ために， 操作 ポタン， キー， スィッチが 
操作し にく い 場合が ある。 
次の 場合に， それら は， 視覚 及び 触覚の 両方で 容易に 識別で きなければ ならない。 

1) 同形 状の 操作 ポタン， キー 及び スィッチが 多数 ある 場合 

2) 標準 ポジションが ある 切替え スィッチの 場合 

3) 操作の 方向 性 を 示す 必要の ある 場合 

例 テンキーの "5" に凸 点が 付いている。 

注記 1 テンキーの "5" の凸点 は， テンキーの 標準 ポジション を 示す もので あり， 他の キー を 推 

測 する ため の 基準 になる ため， キー の 中央部 に 配置す る こと が 有効で あ る 。 
注記 2 視覚 障害， 加齢な どに よる 視力 低下， 指先 感覚の 麻 ひ （痺 )， 皮膚感覚の 鈍化な どのた め 
に， 操作 ボタン， キー， スィッチ などの 位置が 分かりにくい 場合が ある。 
操作 ボタン， キー 及び スィッチ を 押した こと， 又は 切り替え たこと は， 触覚 だけでなく， 視覚 及び 聴 
覚で 確認で き な け れ ばな ら ない。 

例 1 キー を 押した ときに， 報知 音， 音声な ど を 出力す る。 
例 2 キー を 押した ときに LED が 点灯す る 。 

注記 指先 感覚の 麻 ひ （痺） 又は 鈍化の ために， 操作 ボタン， キー， 及び 電源 スィッチ を 押した こ 
と 力 5 確認し にく い 場合が ある。 
操作 ボタン， キー 及び スィッチの 操作の 結果 は， 視覚と ともに 聴覚で 確認で きなければ ならない。 
例 キー入力 力 《確定した こと を， 報知 音， 音声な どで フィードバック する。 

注記 視覚 障害 及び 加齢な どに よる 視力 低下な どのた めに， 画面の 表示が 確認で きない 場合が ある。 
意図 し ない 二度 押 し を 防止す る 猫 能が 提供され る こ と が 望ま し い。 
例 キ 一入 力 を 無効 とする ま での 時間が 調節で き る 。 

注記 筋力 低下， 麻 ひ （痺 )， 手の 震え， 不随意運動 などの ために， 押した キー を 再び 押し， 2 回以 
上 入力して しまう 場合が ある。 
キー を 押し 続けた ときに キー リ ピートが 生じる 場合， その 設定 は 変更で きる ことが 望ま しい。 
注記 1 筋力 低下， 麻 ひ （痺 )， 手の 震え， 不随意運動 などの ために， 押した キー を 短時間で 離す こ 
と がで きず， キー リピート 機能に よって 2 個 以上の 文字が 入力 されて しまう 場合が あ る 。 
注記 2 キー リピート 機能の 設定 項目に は， 次の ものが ある。 
• キー リピートの 有効 '無効 
• キー リピート が 開始す る ま での 時間 

• キ一 リピートで 2 回目 以降の キーが 入力され る 時間 間隔 （リピート 率） 
少ない キ 一 操作で 入力 できる 手段が 提供 される ことが 望ましい。 
例 1 一つの ボタン を 押す だけで， あらかじめ 登録した 相手 先に 自動的に 発信で きる （短縮 ダイヤ 
ル 機能)。 
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例 2 かな 漢字変換に 予測 変換 機能が 搭載され ている。 

注記 1 筋力 低下， 麻 ひ （痺 )， 手の 震え， 不随意運動 などの ために， 複数の ボタン 操作に 時間が か 

かる こ と 力 S ある。 
注記 2 操作の 慣れない 初心者 及び 高齢者に も 有効で ある。 
i) 操作 ボタン， キー 及び スィッチ は， 可能な 限り， 義肢， マウス スティック などの 自助 具 を 使用して 操 
作で きなければ ならない。 

例 1 自助 具 を 用いて 操作し やすくす るた めに， 操作 ポタン は 凹 型に なって いる。 
例 2 キ一 ガー ドが 提供され ている。 

注記 静電 式の 夕 ツチ パネル は， 自助 具で 操作で きない ことがある。 
j) タ ツチ パネル は， 手の 震え， 不随意運動 を もつ 利用者に も 押し やすく， 視力の 低下した 使用者に も 可 
能 な 限 り 操作で き な ければ な ら ない。 

例 1 キー リ ピートが 利用者の 意図に 反して 生じない ように， 入力 時間 間隔 を 調節で きる。 
例 2 タ ツチ パネル 内の 操作 ボタン 及び キー は， 見やす く 大きく 表示され る。 

例 3 操作 ボタン 及び キーの 選択 時 及び/又は 入力 確定 時に， 報知 音， 音声な どで フィードバック 
される。 

注記 1 視覚 障害， 加齢な どに よる 視力 低下な どのた めに， 夕 ツチ パネルの ポタン 及び キーの 場所 
が 見に く い 場合が ある。 

注記 2 筋力 低下， 麻 ひ （痺 )， 手の 震え， 不随意運動 などの ために， 隣接す る ポタン を 誤って 押し 
てし まう ことがある。 
7.1.3 表示 装置 

表示 装置に 関する 共通 要件 は， 次に よる。 

a) 視覚 的に 表現され ている 情報 は， 可能な 限り 見やす くなければ ならない。 

注記 1 視覚 障害， 加齢な どに よる 視力 低下な どのた めに， ディスプレイ 内に 表示され る 文字， ボ 

タン， アイコン などが 見に くい 場合が ある。 
注記 2 見やす く， 読み取り やすく， 快適に つかえる ようにす る オフィス 用 視覚 表示 装置に 対する 

要求 事項 は， JISZ 8513 に 規定され ている。 

b) 操作に 必要な 情報 は， 利用者の 色覚 特性に 依存 し ない 方法で 提示 し な ければ な ら ない。 

例 1 色の 違いに よって 表現して いる 情報に， テキストが 付記され ている。 
例 2 文字 色と 背景 色との 間に， 十分な コントラストが 与えられ ている。 

注記 1 視覚 障害， 色覚 障害， 加齢に よる 視力 低下， 水晶体の 黄変， 混濁な どのた めに， ディ スプ 
レイ 内に 表示され る 文字， ボタン， アイコン などが 配色に よって は 見に くい 場合が ある。 

注記 2 —般的な 配色に 関する 要求 事項 は， J1SZ 8518 に 規定され ている.: その 規格 を 用いる と， 
一般の 利用者の 最低限の 要求 事項 を 満足で きる と ともに， 色覚 障害の ある 場合に も 参考に 
なる。 

C) 画面が 見に くくなる 画面 反射 は， 可能な 限り 避けなければ ならない。 

注記 1 画面 反射に 関す る 一般的な 要求 事項 は， JIS Z 8517 に 規定 されて いる。 
注記 2 視覚 障害， 加齢な どに よる 視力 低下， 水晶体の 黄変， 混濁な どのた めに， 利用者の 見え や 
す さは 多様で あり， ディスプレイ 内に 表示され る 情報の 配色 又 は コントラスト によって は 
見に く い 場合が ある。 特に 低 照度の 環境で は 顕著で ある。 
d) 輝度 及び コントラスト は， 可能な 限り 調整で きなければ ならない。 
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注記 1 視覚 障害， 加齢な どに よる 視力 低下， 水晶体の 黄変， 混濁な どのた めに， 輝度 又は コント 
ラストに よって， ディスプレイ 内に 表示され る 背景， 文字， ボタン， アイコン などが 見に 
く い 場合が ある。 

注記 2 —般的な 輝度 及び コント ラス ト に関する 要求 事項 は， JISZ 8518 に 規定され ている。 
注記 3 バック ライ ト 機能が あると， 低 照度の 環境 下で 若年 者よりも 見に く くなる 高齢者に とって 
効果的で ある。 

注記 4 7 丄 3a) 〜(！ ) に関して， 液晶 ディスプレイ などの フラッ ト パネル ディスプレイの 場合 は， JIS 
Z 8528-2 を 参照。 

文字 （記号 を 含む。） の サイズ， フォント， 行 間隔， 文字 間隔， 配色な ど は， 利用者が 変更で きる こと 
が 望ま しい。 

注記 弱視， 加齢な どに よる 視力 低下な どのた めに， ディスプレイ 内に 表示され る 文字， ボタン， 
アイコン などが 小さ く て 見に く い 場合が ある。 
視覚 的に 表現され ている 情報 は， 視覚 以外の 感覚に よっても その 情報 を 取得で きる ことが 望ま しい。 
例 1 テキスト 情報が 合成音 声で 読み上げ られ る。 

例 2 相手 先番 号 通知が 利用で き る 場合に， 相手 先番 号 又は 電話帳 登錄 名が 合成音 声で 読み上げら 
れた り ， 通常の 着信 時 と は 異なる 着信 音が 鳴動 したりす る。 
基点 （標準 位置） は， 視覚と ともに 聴覚で も 確認で きる ことが 望ましい。 

例 操作 ポタンに よって メニュー を 操作す る 場合に， 基点と なる 位置が 報知 音で 確認で きる。 
注記 視覚 障害， 加齢な どに よる 視力 低下の ために， 画面 表示が 見に くいと， ボタン を 押す たびに 
その 状態が 替わる 機能 は， 現在の 状態 を 確認す る ことが 難しい 場合が ある。 
.4 着信 音 

着信 音に 関する 共通 要件 は， 次に よる。 

着信 音の 音量 及び 周波数 特性 は， 可能な 限り， 聴力が 低下した 利用者に も 配慮して 聞き取り やすくな 
ければ ならない。 

例 単純な 倍音 構造で はなく， 非 整数 次の 倍音 を 含む ような 複雑な 構造の 音色 カ礙 用され ている。 
注記 聴覚 障害， 加齢な どに よる 高音 域の 聴力 低下に よって， 基本周波数が 高す ぎる と 聞き取りに 
くくな り， また， 低す ぎる と 周囲の 騒音に 埋もれ 聞き取りに くくなる。 
音量の 調節 及び ミュート （消音） がで きなければ ならない。 また， それらの 設定の ときには， 音量 レ 
ベルが 視覚な どで も 確認で きな ければ な ら ない。 

注記 1 聴覚 障害， 加齢な どに よる 聴力 低下で 通常の 音量で は 聞き取れない ときには， 音量 を 大き 
く したい 場合が ある。 

注記 2 ミュート （消音） できる 機能が あると， 公共 空間な どで 周囲に 迷惑 を かけない。 
注記 3 聴覚 障害， 加齡 などに よる 聴力 低下で 着信 音が 聞き取れな いと， 電気 通信 機器からの 大音 
量が 周囲に 迷惑 を 与えて いる こ とに 気が付かない 場合が ある。 
音色， パターン， メロ ディな どが 選択で きる ことが 望ましい。 

注記 聴覚 障害， 加齢な どに よる 聴力 低下の 程度 は， 多様で あり， 聞き取り やすい 音色な どに は 個 
人 差が ある。 

着信 音が 伝える 情報 は， 聴覚 以外の 感覚に よっても， その 情報 を 取得で きなければ ならない。 
例 着信 音 出力 時に LED を 発光したり 又は 振動した りする。 
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7.1.5 報知 音 及び 音声 ガイダンス 

報知 音 及び 音声 ガイ ダンスに 関する 共通 要件 は， 次に よる。 

a) 報知 音に は， 可能な 限り 一貫性の ある パターン， 聞き取り やすい 音量 及び 周波数 特性が 用いられ なけ 
れ ばなら ない。 

注記 1 JIS 8 0013:2002 の 4. (報知 音 を 発生す る 機器の 要件） に は， 通常 それが 用いられる 様々 な 

使用 環境に おける 利用者に とって 聞き取り やす く ， 目的 及び 意味が 理解 及び 判別し やすい 

ようにす るた め の 配慮 事項が 規定 されて いる。 
注記 2 JISS 0014:2003 に は， 報知 音の 音 圧 レベルの 測定 方法， 及び 様々 な 環境 下にお ける 適切な 

報知 音の 音 圧 レベルの 推奨 値 力 サ見定 されて いる。 
注記 3 聴覚 障害， 加齢な どに よる 高音 域の 聴力 低下に よって， 基本周波数が 高す ぎる と 聞き取り 

にくくな り， また， 低す ぎる と 周 H の 騒音に 埋もれ 聞き取りに くくなる。 

b) 音声 ガイダンス は， 分かりやすい 言葉， 聞き取り やすい 話し方， 及び 利用者の 思考に 沿った 順序で 提 
示されなければ ならない。 

例 1 一つの 文章が 短く， 専門用語が 用いられ ていない。 
例 2 話 速が ゆっくりで， 適度な ところで 間が とられて いる。 
C) 音量の 調整 及び ミュート （消音） がで きなければ ならない。 また， その 設定の ときには， 音量 レベル 
を 視覚な どで も 確認で き な ければ な ら ない。 
注記 1 聴覚 障害， 加齢な どに よ る 聴力 低下な どのた めに， 通常の 音量で は 聞き取れない と き に は， 

音量 を 大き く しなければ ならない 場合が ある。 
注記 2 ミュート （消音） できる 機能が あると， 公共 空間な どで 周囲に 迷惑 を かけない。 
注記 3 聴覚 障害， 加齢な どに よる 聴力 低下で 報知 音が 聞き取れず， 電気 通信 機器からの 大 音量が 
周囲に 迷惑 を 与えて いる こ と に 気が付かない 場合が ある。 

d) 報知 音の 基本周波数 及び 周波数 特性 は， 調節で き る ことが 望ましい。 

注記 聴覚 障害， 加齢な どに よる 聴力 低下な どのた めに， 高音 域が 聞きに くい 場合が ある。 

e) 音声 ガイダンスの 再生 速度 は， 調節で きる ことが 望ましい。 

注記 加齢な どに よって 聴力 及び 認知 機能 力 《低下して いる 場合， 音声の 再生 速度 を 遅くす る， 一時 
的に 再生 を 中断す る， などの 操作が 行える と， 内容が 理解し やすくなる。 一方， 視覚 障害な 
どのた め 画面 読 上げ ソフ トウ ヱァを 使用して いる 利用者に は， 効率的に 内容 を 理解す るた め 
に 速い 音声 再生が 好まれる 場合が ある。 
音声 ガイダンス は， 聞き直せる ことが 望ましい。 

注記 聴力 及び Z 又は 認知 機能が， 加齢な どに よって 低下して いる 場合， 聞き直せ ると 内容が 理解 

しゃすくなる。 

g) 報知 音が 伝える 情報 は， 聴覚 以外の 感覚に よっても その 情報 を 可能な 限 り 取得で きなければ な ら ない。 

例 報知 音 出力 時に 画面 表示 したり 又は 振動 したりす る。 

h) 音声 ガイ ダン ス が 提示す る 情報 は， 視覚で も 取得で き な ければ な ら ない。 

注記 情報が 音声で しか 提示され ていないと， 聴覚 障害， 加齢な どに よって 聴力が 低下した 利用者 
は， その 内容 を 把握で きない 場合が ある。 視覚 的に も 情報が 提示され ている と， 記憶力な ど 
の 認知 機能が 低下 し た 利用者 にと つても 有効で あ る 。 
7.1.6 音声 入出力 装置 

音声 入出力 装置に 関する 共通 要件 は， 次に よる。 
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a) 受話音 は， 聴力が 低下した 利用者に も 配慮して， 可能な 限り 聞き取り やすくなければ ならない。 

例 1 受話 音量が 通常 よりも 大きくな つてい る。 
例 2 大型の 受話ス ピー 力 が 使用 されて いる。 
例 3 高音 域が 強調 されて いる。 
例 4 受話 音が 自 動 的 に 最適な 音量になる。 

注記 聴覚 障害， 加齢な どに よって 聴力 力 S 低下した 利用者に 対して， 通常 レベルよりも 少し 大きく 
したり， 高音 域 を 強調した りする ことで 聞き取り やすくなる ことがある。 過度に すれば， 一 
般の 利用者に 不快に なること も ある 力 s， 適度の 強調 は 気にならず， 騒音が 大きい 場所な どで 
は 一般の 利用者に も 有効で ある。 

b) 受話 音の 音量 は， 可能な 限り 通話 中に 調整で きなければ ならない。 

例 通話 中に， 音量 調節 ポタンな どに よって 音量 を 調節で きる。 
C) 電気 通信 機器 カ难 数の 利用者に よって 利用され る こと 力 S 想定され る 場合， 受話 音の 音量 は， 通話 終了 
時に 通常 レベルに 戻らなければ ならない。 

注記 1 固定 電話機 は， 複数の 利用者が 使用す る 場合が あり， 前の 利用者 力 S 設定した 大きな 受話音 

量が 継続され る と， 次の 利用者に 不適切な 場合が ある。 
注記 2 個人で 使用す る 携帯電話 機に おいても， 騒音が 大きい 場所な どで は， 一時的に 通常の 音量 
よりも 大きく する 場合が ある。 自動的に 通常 使用 時の 音量に 戻って いると， 騒音の ない 環 
境で 通話 を 開始した ときに， 音量 調節 をす る 必要がない。 

d) 受話音 を 大きく できる 場合 は， 音 漏れ を 最小限に する ことが 望ましい。 

例 受話 部の 密着 性が 高い。 

注記 1 受話音 を 大きく すると 音 漏れが 大きくな り， 周囲に 迷惑 を かける， 及び Z 又は プライバシ 

一力 《 保てない 場合が ある。 
注記 2 補聴器 用 誘導 コィ ル 又は 外部 出力端子 を 備え る こと も 有効で ある。 

e) 聴覚 特性に 応じた 調節 機能が 提供され る こ とが 望ま しい。 

例 1 音質 （周波数 特性） を 調整で きる。 

例 2 話 速 を 遅くで きる。 

例 3 骨 導 受話器が 利用で きる。 

注記 骨 導 方式 は， 伝 音 性 及び 混合 性 難聴に 有効で あ ると ともに， 周囲が う る さい 場合に も 有効 
である。 

f) 受話 音に 適切な 側 音 （送話 部で 話した 音声が， 受話部 を 通して 自分の 耳で 聞き取れる。） が 入らな けれ 
ばなら ない。 

注記 T モードに した 補聴器 （マイクロ ホン 入力が オフに される。） を 装着した 利用者に とって， 側 
音が 挿入され ている と， 自分の 声 を受話 部の 誘導 コイル を 通じて 聞く ことができ， 発話し や 
すくなる。 

g) 可能な 限り， 音声 出力装置 は， 受話 音が 補聴器が 内蔵す る 誘導 コイル を 通じて 受聴 できる ように， 適 
度な 磁界 を 発生 し な ければ な ら ない。 

注記 1 補聴器に は， マイクロ ホン 入力の ほかに， 音声 電流に よる 磁界からの 誘導 を 受けて 起電力 

を 発生す る 誘導 コィ ルが 内蔵 さ れ ている ものが ある。 
注記 2 JIS C 5512:2000 の 4,2.5 (誘導 コイル 入力の 性能） に は， 補聴器の 誘導 コイル 入力の 周波数 

レスポンス 及び 最大 感度に ついて 規定され ている。 
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h) 可能な 限り， 音声 出力装置 は， 補聴器 及び 人工 内耳の 外部 入力 端子に 接続で きなければ ならない。 

例 1 人工 内耳 スピーチ プロセッサ 用の 電話機 ァ ダ プタを 電話機 との 間に 挿入す るた めに， 電話機 

の 送 受話器 端子 に ， 着脱 式 端子が 使用 されて いる。 
例 2 オーディオ 出力端子が 装備 されて いる。 

i) 補聴器， 人工 内耳な どに 可能な 限り 雑音 を 発生 させない ように 配慮 しな けれ ば ならない。 

注記 携帯電話 機 を 補聴器に 近づける と， 携帯電話 機の 発する 電波の 影響で， 補聴器に 雑音が 生じ 
て， 通話が 聞こえな く なる 場合が あ る （6.3.2 参照）。 
j) 送 受話器 を 保持 しなくても 通話が で き な ければ な ら ない。 
例 1 スピーカー ホンで 通話が できる。 

例 2 イヤホン マイ ク 又はへ ッ ドセッ ト マイ クで 通話が できる。 

注記 1 上肢 障害な どに よって， 送 受話器 を 適切な 位置に 保持す る ことが 困難な 場合が ある。 
注記 2 発信， 応答な ど を 音声 認識で できる と， 上肢 障害な どに よって， ボタン 操作が できない な 
どの 利用者に も 利用で きる よう になる。 
7.2 機器 本体の 形状 及び 構造 

機器 本体の 形状 及び 構造に 関する 共通 要件 は， 次に よる。 

a) 保持しながら 操作す る 機器 本体 又は その 一部 は， 持ち やすい 形状， 材質， 構造 及び 重量 バランス でな 
ければ ならない。 

例 手に 握る 部分が， 凹凸に よって 滑りに くくな つてい る。 

b) 据置き 形の 機器 は， 多様な 設置 方法に 対応で きる ような， 形状， 構造 及び 重量 バランス である ことが 
望ま しい。 

例 機器が 壁な どに 固定で きる。 
C) 左右い ずれ かの 手 だけで 操作で きる 形状 及び 構造で なければ ならない。 

d) 操作 部の 向き 及び 位置 は， 視覚と ともに 触覚に よっても 分かりやすくなければ ならない。 

例 1 送 受話器の 送話 部 及び 受話部 は， 区別し やすい 形状に なって いる。 
例 2 カメ ラ 機能 を も つ 機器の レンズの 位置 は 分か り やすい。 

e) 可動 部の 開閉 方法 は， 分かりやすくなければ ならない。 また， 開閉で きた こと を 視覚 及び 触覚で 確認 
できる こ とが 望ましい。 

例 適切に 開閉で きたと きに 操作 感が ある。 

f) 可動 部 は， 過度な 力 を 必要と せずに 操作で きなければ ならない。 ただし， 不用意に 動いて はならない。 

例 加齢な どに よって 筋力が 低下す ると， 力 を かけられない 場合が ある。 
7.3 外部 接続 部 

外部 接続 部に 関する 共通 要件 は， 次に よる。 

a) 外部 接続 部の 位置 は， 分かりやすくなければ ならない。 

例 1 頻繁に 着脱す る 外部 接続 部が， 操作 面 上 又は 手前に 付いている。 
例 2 外部 接続 部 は， 機能 別に 分けて 配置され ている。 

注記]. 視覚 障害， 加齢な どに よる 視力 低下な どのた めに， 外部 接続 部の 位置が 分かりにくい 場合 
が ある。 

注記 2 操作 面の 対応す る 位置に 図 記号 を 併記したり， 突起 を 付けたり すると， 外部 接続 部の 位置 
が 分かりやすくなる。 

b) 複数 ある 外部 接続 部 は， 互いに 識別し やすくなければ ならない。 
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例 1 外部 接続 部が， 機能 別に 色分けされ ている。 

例 2 類似 し た 形状 の 外部 接続 部 に， 触覚に よっても 識別で きる ように 突起が 付いている。 
注記 視覚 障害， 加齢な どに よる 視力 低下な どのた めに， 外部 接続 部の 位置が 分かりにくい 場合が 
ある。 

C) 外部 接続 部 は， 正しい 方向で 差し込み やすく， 不用意に 抜ける ことのない ようにし なければ ならない。 
例 1 端子に 表裏が ある 場合に， 外部 接続 部に 表裏 を 表す 図 記号が 付いている。 
例 2 ケーブル 側の 端子 を 差し込み やすくす るた めに， 機器 側の 端子の 周囲が すり鉢 状に なって い 

る。 

例 3 端子 を 抜けに くくす るた めに， 着脱 用の 爪が 付いている。 

注記 筋力 低下， 麻 ひ （痺 )， 手の 震え， 不随意運動 などの ために， 端子の 着脱な どが 難しい 場合が 
ある。 視覚 障害， 加齢な どに よる 視力 低下の ために， 端子の 着脱の 向きが 分かりにくい 場合 
が ある。 
7.4 用語 及び 表記 
7.4.1 一般的な 用語 及び 表記の 使用 

機器への 印刷 表示 及び 刻印， 表示 装置の 表示 内容， 及び 取扱説明書に は， 専門用語， 外来語 及び 略語 を 
多用せ ず， 一般的に 使用され ている 用語 又は 分かりやすい 表現 を 用いなければ ならない。 

注記 専門用語， 外来語 及び 略語 を 使う 場合 は， 用語集 を 用いる と 理解の 助けと なる。 
7.4.2 印刷 表示 及び 刻印 

印刷 表示 及び 刻 印 に関する 共通 要件 は ， 次に よる。 

a) 機器に 印刷 表示 及び 刻印す る 文字， 図 記号 及び 説明 図 は， 見やす くなければ ならない。 

注記 1 弱視， 加齢な どに よる 視力 低下な どのた めに， 機器に 印刷 表示 及び 刻印され た 文字， 図 記 

号な どが 小さ く て 見に く い 場合が ある。 
注記 2 見やす さに は 文字 サイズと ともに， 文字の コントラスト も 影響す る。 印刷 面の スペースに 

よる 制約 等から， 十分な 文字 サイズ を 得られない 場合に は， コントラスト 比 を 高める のが 

よい。 

b) 操作に 関する 情報の 提示 方法 は， 利用者の 色覚 特性に 依存して はならない。 

例 1 色の 違いに よって 表現して いる 情報に， テキストが 付記され ている。 
例 2 十分な コント ラス ト 比が 与えられ ている。 

注記 視覚 障害， 色覚 障害， 加齢な どに よる 水晶体の 黄変 • 混濁な どのた めに， 印刷 表示の 配色に 
よって は 見に く い 場合が ある。 
C) 印刷 表示 及び 刻印 は， 対象と する 操作 部の 近く に 表示され なければ ならない。 
注記 1 視野が 狭い と， 情報 を 一度に 見られずに 誤 認識す る 場合が ある。 

注記 2 操作 を 担う 操作 ボタン， キー， スィッチ などと， 説明 を 担う 印刷 表示 及び 刻印と が 近くに 
位置して いると， 操作が 分かりやすい。 
d) 印刷 表示 及び 刻印す る 用語 は， 適切な 長さで 分か り やす く 表現され な ければ な ら ない。 

注記 1 認知 機能が 低下す ると， 長文 及び 複雑な 文章 を 理解す る こ とが 困難になる 場合が ある。 
注記 2 視野が 狭い と， 情報 を 一度に 見られずに 誤 認識す る 場合が ある。 
7.4.3 アイコン， 図 記号 及び 説明 図の 使用 

利用者が 理解し やすく 一貫性の ある 図 記号， アイコン 及び 説明 図 を 用いなければ ならない。 

注記 加齢な どに よる 認知 機能の 低下な どのた めに， 文字 及び 文章 を 理解す る ことが 難しい 場合に も 
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図 記号 及び 説明 図が 分かり やすいと， 機器 を 操作し やすく なる。 
7.5 インタフェース 仕様の 公開 

ハード ゥヱァ 仕様 及び ソフ トウ ヱァ 仕様の 情報 は， 開示され なければ ならない。 
7.6 機器 個別の 要件 

電気 通信 機器のう ち， 固定 電話機， 携帯電話 機， ファクシミリ 及び テレビ 電話機の 四つに ついては， 7.1 
〜7.4 に加えて， 機器 個別に 配慮すべき 要件 を， 附属 書 B 〜附属 書 E に 示す。 

8 サポート に関する 要件 
8.1 取扱説明書 

取扱説明書 は， 可能な 限り ァクセ シビリ ティ を 確保した 形式で， 提供され る ことが 望ましい。 
例 1 視覚 障害の ある 利用者へ， 図 及び イラストの 説明 を 言葉で 補って， スクリーン リーダー （読 上 
げ ソフト） で 読み上げ， 点字 データに 変換， 又は 拡大 印刷で きる ように， 印刷物と 同等の 内容 
の 電子 文書， 点字 印刷， 又は 賺音 図書に よる 取扱説明書が 提供され ている。 
例 2 加齢な どに よって 認知 機能の 低下した 利用者が 理解し やすいよう， テキスト を 図 及び ィ ラス ト 

で 補足説明 し た 取扱説明書が 提供 さ れ ている。 
例 3 高齢者 にも 読みやすい 大きな 文字 を 用いた 取扱説明書が 提供 されて いる。 

注記 JIS S 0032:2003 に は， 表示 ラベル， パンフレット などに 使用され る 多様な 文字の 最小 
可読 サイ ズ を 定量 的 に 推定す る 方法が 規定 されて いる。 
例 4 基本 操作 を 説明 し た 簡易 版の 取扱説明書が 提供 さ れ ている。 
8.2 電気 通信 ァクセ シビリ ティ 情報の 公開 
8.2.1 公開の 対象 

電気 通信 ァクセ シ ビ リ ティに 関する 情報 は ， 可能な 限り 公開され る ことが 望ましい。 
例 製品が 対象と した 利用者に 対して 配慮した 項目な ど を 公開す る。 
8.2.2 公開の 方法 

電気 通信 ァクセ シビリ ティに 関する 情報 は， ァクセ シビリ ティ を 確保した 方法で 公開 される ことが 望ま 
しい。 

例 公開す る 情報が， 音声 ブラウザで 読み上げられ やすい HTML (マークアップ 言語） で 提供され て 

いる。 

注記 1 JIS X 8341-3 に は， 高齢者 • 障害者 等に 利用 可能な ウェブ コンテンツの 制作に ついて 配慮す 

ベ き 事項， 具体的な 対応 方法な どが 規定 さ れ ている。 
注記 2 電気 通信 ァクセ シビリ ティ 情報が 公開され ている と， 利用者が 自分の 障害， 能力な どに 応じ 

て 機器 を 選択 するとき に 役立つ 。 

8.3 教育 

8.3.1 流通経路への 支援 

電気 通信 ァクセ シビリ ティに 関する 情報 は， 販売店， 情報 サービス 企業， 支援者な どへ 可能な 限り 提供 
される こ と 力ぶ 望ましい。 

例 1 利用者が， 目的， 環境， 障害の 程度な どに 適合した 電気 通信 ァクセ シビリ ティ 製品 を 購入し， 
効果的に 利用す るた めに， 製品に 関する 様々 な 情報 （製品 仕様， 他社 製品との 組合せの 可否， 
Q&A， 使い方に 関する ノウハウ， 留意 事項な ど） 力 S 提供され ている。 

例 2 利用者 力 撮 適な 製品 選択が できる ように， 販売店に 対し， 利用者の 心身 極 能な どへの 製品の 対 
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応 情報が 周知され ている。 
8.3.2 利用者への 支援 

利用者が 教育 を 受ける 場合， その 教育 は ァクセ シビリ ティ を 確保した 形式で 提供され る ことが 望ま しい。 
例 1 視覚 障害の ある 利用者の ために， 教材が， 音声 化， 点字 化 又は 拡大 印刷が 可能な ように 電子 デ 

一夕 と して 用意され ている。 
例 1 聴覚 障害の あ る 利用者の た め に ， 手話 通訳 又 は 要約 筆記 サ 一 ビス 力 对是供 されて いる。 
例 3 教材 及び 口頭に よる 説明に， 専門用語， 外来語 及び 略語 を 多用せ ず， できるだけ 分かりやすい 
表現が 用いられ ている。 
8.4 サポート 窓口 

サポート 窓口に 関する 要件 は， 次に よる。 

a) 可能な 限り 利用者の ニーズに 合わせた 多様な 手段で， 情報が 提供され る ことが 望ましい。 また， 可能 
な 限り， 障害の ある 利用者と コ ミ ュニ ケーシ ヨンで きる ことが 望ましい。 

例 電話に よる 問合せが 難しい 聴覚 障害 • 言語障害が ある 利用者に 対して， ファクシミリ， 電子 メ 

一 ル な ど による 対応が 取 られ ている。 
注記 1 サポート 窓口の 担当者 は， 製品に ついて だけで はなく， 障害 及び 情報 保障に ついても 理解 

し， 障害の ある 利用者と 十分に コミ ュニケ 一シ ヨンで きる よう にす るの がよ い。 
注記 2 サポート 窓口 は， 製品の もつ ァクセ シビリ ティ 機能 及び 支援 機器 と の 互換性 情報に ついて 
の 問合せに 対応で き るよう に するとよ い。 

b) 利用者が 使用で きる かな ど を 確認す るた めに， 製品の 試用が できる ことが 望ましい。 
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附属 書 A 
(参考） 

電気 通信 サービス に関する 配慮 事項 

A.1 適用 範囲 

この 附属 書 は， ITU-T R790 を 参考に して， 電気 通信 サービスの ァクセ シビリ ティ を 改善し， 職場， 家 
庭， 移動 中 及び 公共の 環境で 幅広く 利用で きる ようにす るた めの 指針で あり， 高齢者 • 障害者 等 を 含む， 
幅広い 感覚， 身体， 認知の 能力 を もつ 人に 対する 電気 通信 サービス を 企画， 開発 及び 設計 するとき に 配慮 
すべき 事項に ついて 記述す る。 

A.2 用語 及び 定義 

附属 書 A で 用いる 主な 用言 吾 及び 定義 は， 次に よる。 
A.2.1 

双方 |pj 電 通 1§ ヶ 一 匕 ス (interactive telecommunications services) 

交換 機， ネットワーク サーバ 等の 電気 通信に 関する 設備 を 介して， 複数の 地点の 複数の 利用者 間で 双方 
向の 情報 を 交換す るた めの 仕組み を 提供す る サービス （音声 電話， ファクシミリ， テレビ電話， 電子 メー 
ル， インスタント メッセージ サービス 等）。 
A.2.2 

電力 通 1 目 ノフッ 卜ノォ 一 ムサ 一 ヒ ス ^telecommunications Dlatform services) 

情報 プロ バイダに 対して， 電気 通信に 関する 設備 管理， 利用者 管理， 利用者 認証， コンテンツ 管理， 課 
金 及び 決済 等の 仕組み を 提供す る サービス。 
A.2.3 

情報 プロ バイダ 

電気 通信に 関する 設備 及び 電気 通信 プラッ トフ オーム サービス を 介して， 利用者に 対する 情報 サービス 
の 提供 を 行う 者。 

A.3 電気 通信 サービス に関する 要件 
A.3.1 双方 向 電気 通信 サービス 
A.3.1.1 リアルタイム 通信 

技術的に 実現 可能な 場合， 多様な メ ディ ァ による リ アルタイ ムのコ ミ ュニ ケーシ ヨン を 可能と する ため 
に， 文字， 静止画 像 及び 動画 像に よる 通信が， 次に 示す 要件 を 満たす ことが 望ましい。 

a) 同時に 双方 向での 通信 （全二重 通信） が 可能で ある。 

b) 遅延がない。 ただし， コミュニケーションに 影響 を 与えない 程度の 遅延 はあって もよ い。 

C) 情報の 欠落がない。 ただし， コミュニケーションに 影響 を 与えない 程度の 欠落 はあって もよ い。 

注記 音声 通信に おいて 実現され ている これらの こと 力 s， 音声 以外の メディアに おいても 可能に なれ 

ば， 音声 通信が 困難な 聴覚 言語障害 者 等に とって 有効な 通信手段 となる。 
例 回線交換 方式 （ダイ レク ト 方式， 直送 式） の 電子メール によって， 必要に応じて 相手 を 呼び出し， 
遅延な く 相手の 機器に 送信で きる 力 \ 又は 不着で ある こと を 確認で きる。 また， 双方 向で 同時に 
送受が 可能な 場合 は， 全二重 通信 性 を も 満たす。 
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注記 1 インスタント メッセージ サービス は， 相互に サーバ 等に 接続して いる 必要 は ある 力 5 ， 

双方 向で， おおむね 小さな 遅延で テキス ト等 によって 通信が できる。 
注記 2 米国 等で は， TTY (Tele-Typewriter) が 普及して いる。 文字 ディスプレイ， キーボード 

及び モデム を もった 専用機 器で， モデム を 介して 電話回線で 入力した 文字 をお 互いの 

TTY の ディスプレイ に 表示す る 機能 を もっている。 
注記 3 ITU-T V.18 に は 各国の Text Telephone の 通信 プロ ト コ ルが 規定され ている が, 使用で 

きる 文字 は ASCII (7 ビット） 文字 だけで あり， 漢字 等の 通信に 必要な 2 パイ ト 文字 

等 は 規定され ていない。 

注記 4 双方 向の 動画 通信 （テレビ電話 等） を 使って， 手話 等の 視覚 情報に よって コミュニケ 
ーシ ヨン をす る 場合， 15 fps 以上の フレーム レートに すると， ゆっくりした 動作の 簡 
単な 手話の 識別 は 可能で ある。 しかし， 日常 使われる 通常の 速度の 手話， 口の 動きな 
どで 相手の 発話 内容 を 把握す る 読 話の ために は， 30 fps 以上が 望まれる。 
A.3.L2 マルチメディア 

異なる メディア （文字， 音声， 静止画 像， 動画 像な ど） の 組合せ を 含む リアルタイムの 双方 向 電気 通信 
サービスカー， 提供され る ことが 望ましい。 

注記 聴覚 障害者の 中には， 音声の 聞き取り は 困難で も， 発話 は 可能な 者 も 多い。 その 場合， 自分 自 
身 は 発話し， 相手から は テキス ト 等の 視覚 的な 手段で 通信 を 行う 方法 を 用いる ことができる。 
また， 通常 は 音声で 会話し， 一部 聞き取り にくい ところ だけ テキストで 確認 するとい つた 方法 
も 有効で ある。 
A.3.L3 メディア 変換 

メディア 変換 サービス （音声から 文字， 文字から 音声な ど） が, できる 限り 提供され る ことが 望ましい。 
例 1 音声に よる 通信が 利用 できない 聴覚 言語障害 者 等の た めに 電話 リレー サービス が 提供 されて い 

る。 

注記 電話 リレー サービスと は， オペレータ を 介して， テキスト 通信と 音声 通信と を 仲介す る サービ 
ス である。 オペレータ は テキスト による 通信 をす る 聴覚 言語障害 者 等 （以下， テキスト 通信 者 
という。） との テキスト 通信と， その 人と 会話 をす る 音声に よる 通信 をす る 相手 （以下， 音声 通 
信者と いう。） と の 音声 通信 を 同時に 行う。 さらに， テキスト 通信 者が 入力した 文字 を 読み上げ， 
音声 通信 者に 伝える。 逆に， 音声 通信 者の 話した 内容 を そのまま 文字 入力して テキスト 通信 者 
に 伝える。 また， テキスト 通信の 代わりに， テレビ電話 を 使って， 手話 を 用いる 利用者と 音声 
通信 者と を リレーす る サービス も ある。 この場合の オペレータ は， 手話 通訳 者と なる。 

例 2 電子メール を 音声 合成で 読み上げ， 電話 等で 聞 ける サービス が 提供 されて いる。 
A 丄 1.4 互換性 

A.3 丄 1〜A.3.1.3 の 要件 を 含む 双方 向 電気 通信 サービス は， 異なる 通信事業 者 間 及び ノ 又は 機器 間にお い 

て も 互換性 力 S 確保され る ことが 望ま しい。 

A.4 電気 通信 プラットフォーム サービス 
A.4.1 代替 メディア 

電気 通信 機器で メ ディ ァ 変換が 困難な 情報 は， 情報 プロ バイ ダが， 代替 メ ディ ァを 通して 情報 を 提供で 
きる 手段が 用意され ている ことが 望ま しい。 

例 視覚 障害者 等の ために， 音声 認識 及び 音声 合成 等に よる 音声 サービスが 提供で きる 手段が 用意 さ 
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れ ている。 
A.4.2 メディア 変換 

メディア 変換 サービス （音声から 文字， 文字から 音声な ど） が, できる 限り 提供され る ことが 望ましい。 
A.4.3 マルチメディア コンテンツ 情報の 代替 

情報 プロ バイダが マルチメディア コンテンツ を 提供す る 場合に， 非 テキスト 情報 を， 文字 その他の 代替 
メ ディ ァ によって 提供で きる 手段 を 用意す る ことが 望ま しい。 

例 情報 プロ バイダが， 音声 を 伴う 動画に よって 情報 を 提供す る 場合に， 動画と 同期した キヤ プショ 
ンと 状況 説明と を 提供で きる。 
A.4.4 電気 通信 機器の 識別 

ネッ ト ワークが 電気 通信 機器の 特性 を 認識で きる 場合， 情報 プロ バイダが， 機器 特性に 応じた コンテ ン 
ッ を 提供で きる 手段 力 S 用意され ている ことが 望まし レ气 

A.5 緊急 通信 

緊急 通信 及び 個人の 安否 確認 等の た めの 通信 は， ァクセ シビリ ティ を 確保し た 多様な 手段で 提供 される 
こ とが 望ま しい。 

例 緊急 時の ための U0 番 （警察)， 119 番 （消防， 救急)， 安否 確認 等の 通信 サービス 力 s， 音声に よ 

る ほ 力 \ ファクシミリ， 電子メール 及び Z 又は ゥヱブ 上で できる。 
注記 緊急 時に 回線の ふくそう （輻輳） を 防ぐ ために 通信 を 制限す る 場合に は， 音声が 利用で きない 
利用者が 電子 メ ール 等の 手段 を 用いる こ と が あ る こと に 配慮す る。 

A.6 電気 通信 サービスの 仕様 

支援 技術の 開発 及び 利用 を 促進す るた めに， 電気 通信 サービス を 企画， 開発 及び 設計 するとき に， 国際 
規格な どの 普及した 仕様 を 適用す る ことが 望ましい。 独自の 仕様 を 適用す る 場合， 可能な 限り これ を 公開 
する ことが 望ましい。 

注記 支援 技術 を 開発す るた めに は， 機器 だけで はなく， 通信 プロトコル 等の ネットワーク 側の 仕様 
の 情報が 必要な ことがある。 
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附属 書 B 

(規定） 

固定 電話機の 基本 機能 及び 配慮 要件 

B.1 固定 電話機の 基本 機能 

この 規格で は， "音声 通話" を 固定 電話機 （据置き， 壁掛け， コードレス 電話機， IP 電話な ど を 含む。） 
の 基本 機能と する。 

注記 基本 機能 を 補完す る 機能と して， 電話帳 登録 機能 及び 閲覧 機能に ついても 配慮され ると， より 
使いやすくなる。 

B.2 操作 及び 利用に 関する 要件 
B.2.1 操作 

操作に 関する 要件 は， 6.1 による。 
B.2.2 設置， 接続 及び 設定 

設置， 接続 及び 設定に 関する 要件 は， 6.2 による。 
B.2.3 心身の 安全性 

心身の 安全性に 関する 要件 は， 6J による。 
B.2.4 情報 セキュリティ 

情報 セキュリティ に関する 要件 は， 6.4 による。 
B.2.5 コンテンツ 利用の 権利 

コンテンツ 利用の 権利に 関する 要件 は， 6.5 による。 
B.2.6 代替 手段 

代替 手段に 関する 要件 は， 6.6 による。 
B.2.7 インタフェース 仕様の 公開 

インタフェース 仕様の 公開 に関する 要件 は， 7.5 による。 

B.3 機器に 関する 要件 
B.3.1 入出力 インタフェース 

入出力 インタフェース に関する 要件 は， 7.1 による。 
B.3.2 機器 本体の 形状 及び 構造 

機器 本体の 形状 及び 構造に 関する 要件 は， 7.2 による ほ 力、， 次に よる。 
B.3.2.1 送 受話器 

送 受話器に 関する 要件 は， 次に よる。 

a) 持ち やすい 形状， 滑りに くい 形状， 及び 重量 バランスの 良い 形状で なければ ならない。 

b) 受話 部の 位置 並びに 送話 部 及び 送 受話器の 向き は， 分かりやすくなければ ならない。 

例 機器 本体への 装着 位置 及び 向き を 特定で きる ようにす るた めに， 送話 部の 形状と 受話 部の 形状 
とが 異なって いる。 

B.3.3 外部 接続 部 

外部 接続 部に 関する 要件 は， 7.3 による。 
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B.3.4 用語 及び 表記 

用語 及び 表記に 関する 要件 は， 7.4 による。 

B.4 その他 

コードレス 電話機で は， 形状が 携帯電話 機な どに 類似して いる 機種の 場合， 必要に応じて， 附属 書 C を 

参照。 
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附属 書 c 

(規定） 

携帯電話 機の 基本 機能 及び 配慮 要件 

C.1 携帯電話 機の 基本 機能 

この 規格で は， "音声 通話"， "メール 送受信"， 及び" ウェブ 閲覧" を， 携帯電話 機の 基本 機能と する。 
ただし， ゥヱブ 閲覧に ついては， 携帯電話 機に 搭載され る ブラウザ 機能 だけ を 対象と する。 また， テレビ 

電話機 能 は， 携帯電話 機の 基本 機能と しないが， 附属 書 E による ことが 望ましい。 

注記 1 基本 機能 を 補完す る 機能と して， 電話帳 登録 機能 及び 閲覧 機能に ついても 配慮され ると， よ 

り 使いやすくなる。 
注記 2 ウェブ コンテンツ に関して は， JISX8341-3 を 参照。 

C.2 操作 及び 利用に 関する 要件 
C.2.1 操作 

操作に 関する 要件 は， 6.1 による ほ 力、， 次に よる。 
C.2.1.1 確認 

確認に 関する 要件 は， 6.1 による ほ 力、， 次の 項目 力 s， 可能な 限り， 複数の 感覚で 確認で きなければ ならな 
い。 

a) 電波の 受信 状態 

b) 電池 残 量 

C) 操作 を 受け付け なくす る ロック 状態， 及び マナー モード 状態 
d) 充電の 開始 又は 終了 

例 a) 〜めの 項目 を， 報知 音， 音声 ガイダンス， 又は 振動で 知らせる。 
C.2.2 設置， 接続 及び 設定 

設置， 接続 及び 設定に 関する 要件 は， 6.2 による ほ 力、， 次に よる。 
C.2.2.1 卓上 ホルダ 

卓上 ホルダに 関する 要件 は， 次に よる。 

a) 携帯電話 機の 卓上 ホルダへの 着脱 は， 容易に できなければ ならない。 

なお， 充電 は 確実に できなければ ならない。 

b) 不用意に 動かない 構造， 及び 転倒し にくい 構造で なければ ならない。 
C.2.2.2 機器の 固定 

携帯電話 機 は， 車 載 アダプタ などに 固定で きなければ ならない。 

注記 筋力 低下， 麻 ひ （痺 )， 手の 震え， 不随意運動 などの ために， 機器 を 保持す る ことが 難しい 利用 
者が いる。 また， 車い すの 一部に 機器 を 固定して 使う 場合 も ある。 
C.2.3 心身の 安全性 

心身の 安全性に 関する 要件 は， 6.3 による。 
C.2.4 情報 セキュリティ 

情報 セキュリティ に関する 要件 は， 6.4 による。 
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C.2.5 コンテンツ 利用の 権利 

コ ン テン ッ 利用の 権利に 関する 要件 は， 6.5 による。 
C.2.6 代替 手段 

代替 手段に 関する 要件 は， 6.6 による ほ 力、， 次に よる。 
C.2.6.1 外部 入力 機器との 接続 

キ一 及び ボタン 操作の ための 外部 入力装置が， 可能な 限 り 接続で きなければ な ら ない。 
C.2.6.2 外部 表示 機器との 接続 

外部 表示 装置が， 接続で きる ことが 望ましい。 

注記 視覚 障害， 加齢な どに よる 視力 低下な どのた めに， 携帯電話 機の 小さな 表示 装置で は， 見えに 
く い 場合が ある。 
C.2.7 インタフェース 仕様の 公開 

ィ ン タフ ヱ一 ス 仕様の 公開に 関する 要件 は， 7.5 による。 

C.3 機器に 関する 要件 
C.3.1 入出力 インタフェース 

入出力 インタフェース に関する 要件 は， 7.1 による ほ 力 \ 次に よる。 
C.3.1.1 操作 ボタン， キー 及び スィッチ 

携帯電話 機の 操作 ボタン， キー 及び スィッチ に関する 要件 は， 次に よる。 

a) 通話の 開始 及び 終了の ボタン は， 視覚と とも に 触覚で も 他の 操作 ボタ ン と 区別で きな ければ な ら ない。 

例 開始 ポタンと 終了 ポタンと で 違う 形状に したり， 凸 記号 を 付けたり する。 

b) 複数の 接点が 一体と なって いる ボタン （十字 キーな ど） に は， 押下 方向 を 示す 矢印な どの 目印が 付い 
ていなければ ならない。 

注記 加齢な どに よって 認知 機能が 低下した 利用者な ど は， 操作 方法 を 覚えに くい 場合が ある。 
C) 利用 頻度が 高く， 手順が 多い 操作に は， 少ない キ 一操作で 入力で きる 手段 （ショート カツ ト 操作な ど） 
が 提供 さ れな ければ な ら ない。 
例 ワンタッチ ダイヤル で 発信で き る 。 
d) 長 押し 操作に は， 代替 手段 力 S 、提供され る ことが 望ましい。 

注記 筋力 低下， 麻 ひ （痺 )， 手の 震え， 不随意運動の ある 利用者， 又は 自助 具 を 用いる 利用者 は， 
長 押し 操作が 難 しい 場合が あ る 。 
C.3.1.2 表示 装置 
携帯電話 機の 表示 装置に 関する 要件 は， 次に よる。 

a) 文字の サイズ は， 可能な 限り 変更で きなければ ならない。 

注記 メール 作成， メール 閲覧， ウェブ 閲覧， 電話帳 登録， 及び 電話帳 閲覧の ときには 特に 重要で 
ある。 

b) アイコン などの 図 記号の 表示 サイズ は， 可能な 限り 変更で きなければ ならない。 

例 電池 残 量， 電波 状態な どの 重要な アイコンが， 見やす い サイズに 調整で きる。 
C.3.1.3 音声 読 上げ 

音声 読 上げに 関する 要件 は， 次に よる。 
a) 画面に 表示され た 情報 は， 音声で 読み上げられる こ とが 望ましい。 

注記 メール 作成， メール 閲覧， ウェブ 閲覧， 電話帳 登録， 及び 電話帳 閲覧の ときには 特に 重要で 
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ある。 

b) 文字 入力 時の 情報が， 音声で 読み上げられる ことが 望ましい。 

例 かな 漢字変換に， 詳細 読み 機能 （漢字の 同音異義語 を 区別す るた めに， 漢字の 意味の 説明 を 付 
加して 読み上げる 機能） 力 搭載され ている。 
C.3.2 機器 本体の 形状 及び 構造 

機器 本体の 形状 及び 構造に 関する 要件 は， 7,2 による ほ 力 \ 次に よる。 

a) 収納 及び 取 出しが しゃすい 形状 及び 構造で ある こ とが 望ましい。 

注記 アンテナ などの 突起 物が あると， 突起 物が ひっかかり， かばん 又は ポケットに 出し入れ しに 
く い 場合が ある。 

b) 折り畳み 形 及び これに 準じる 形状の 携帯電話 機 は， 左右い ずれの 片手で も 容易に 開閉で きなければ な 
ら ない。 

C) 机の 上に 置いた 状態で， 安定した キー入力 などの 操作が できる 形状 及び 構造で なければ ならない。 
d) ストラップの 取 付けに 関する 要件 は， 次に よる。 

1) スト ラッ プが取 り 付け ら れな ければ な ら ない。 

注記 1 スト ラッ プを 使用す る と， 筋力が 弱い 場合な どに 携帯電話 機 を 落とす こ と を 防ぐ ことが 
できる。 

注記 2 ストラップ を 使用す ると， 片手で 開き やすくなる。 

2) スト ラッ プの取 付け 位置が， 複数 あ る こと が 望ま しい。 

注記 1 利用者の 使用 状況 及び 特性に 応じて 選択で きる ようになる。 

注記 2 携帯電話 機上 部の 左右 両端に 取 付け 位置が あると， ぶら下げた り 又は 固定した り して 利 
用す る 場合で も， 携帯電話 機が 回転し にくくなる。 
C.3.3 外部 接続 部 

外部 接続 部に 関する 要件 は， 7.3 による。 
C.3.4 用語 及び 表記 

用語 及び 表記に 関する 要件 は， 7,4 による。 
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附属 書 D 
(規定） 

ファクシミリ の 基本 機能 及び 配慮 要件 

D.1 ファクシミリの 基本 機能 

この 規格で は， "送信" 及び "受信" を ファクシミリの 基本 機能と する。 
注記 基本 機能 を 補完す る 機能と して， 電話帳 登録 機能 及び 閲覧 機能に ついても 配慮され ると， より 
使いやすく なる。 

D.2 操作 及び 利用に 関する 要件 
D.2.1 操作 

操作に 関する 要件 は， 6.1 による ほ 力、， 次に よる。 
D.2.1.1 確認 

確認に 関する 要件 は， 6.1.3 による ほ 力、 次の 項目 力 i'， 複数の 感覚で， 確認で きなければ ならない。 

a) 送信の 完了 

例 送信の 完了 を， 報知 音 又は 音声 ガイダンスで 知らせる。 

b) 着信 （ファ クシ ミ リ 及び 電話） の 区別 

例 ファクシミリ の 場合 は， 自動着信 （無 鳴動 着信)， 電話の 場合 は， 着信 音が 鳴る よ う に 設定で き 
る。 

C) エラー 内容な ど 

例 送信 エラー， 紙 詰り， インク 切れ， トナー 切れ， 記録 紙切れ， 原稿 取り 忘れな ど を， 音声 ガイ 
ダンスで 知らせる。 
D.2.2 設置， 接続 及び 設定 

設置， 接続 及び 設定に 関する 要件 は， 6.2 による ほ 力、， 次に よる。 
D.2.2.1 インク， ロール 紙な どの 取 付け 

インク， ロール 紙な どの 取り付け に関する 要件 は， 次に よる。 

a) 取 付け 方法 及び 方向が， 分かりやすい 構造 及び 形状で なければ ならない。 

例 異なる 方向で は 取り付けられな いように， 形状に 方向 性が ある。 

b) 取り付け たことの 確認 力、 複数の 感覚で， できなければ ならない。 

例 取 付け 完了 時の クリック 感が 強調され ていたり， 機械的な クリック 音 を 出力した りする。 
D.2.3 心身の 安全性 

心身の 安全性に 関する 要件 は， 6.3 による。 
D.2.4 情報 セキュリティ 

情報 セキュリティ に関する 要件 は， 6.4 による。 
D.2.5 コンテンツ 利用の 権利 

コンテンツ 利用 の 権利 に関する 要件 は， 6.5 による。 
D.2.6 代替 手段 

代替 手段に 関する 要件 は， 6.6 による。 
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D.2.7 インタ フエ ース 仕様の 公開 

インタフェース 仕様の 公開 に関する 要件 は ， 7.5 による。 

D.3 機器に 関する 要件 
D.3.1 入出力 インタフェース 

入出力 インタフェース に関する 要件 は， 7.1 による ほ 力、， 次に よる。 
D.3.1.1 スター 卜 ボタン 及び ストップ ボタン 

スタート ボタン 及び ス ト ップ ボタン は， 視覚と ともに 触覚で も 他の ボタンと 区別で きなければ ならな レ、 
例 1 スタート ボタンの 中央部 分に 凸点， ス トツ プ ボタンの 中央部 分に 凸 バーが ある。 
例 2 大きさ， 形状， 色彩な どで， 他の ボタンと 区別で きる。 
D.3.2 機器 本体の 形状 及び 構造 

機器 本体の 形状 及び 構造に 関する 要件 は， 7.2 による ほ 力、 次に よる。 
D.3.2.1 原稿 挿入 口 

原稿 揷 入口に 関する 要件 は， 次に よる。 

a) 視覚と ともに 触覚で も 識別で きる 構造 • 形 状で なければ ならない。 また， 記録 紙揷 入口が ある 場合に 
は， 原稿 挿入 口 と の 違いが 識別で き る 構造 • 形状で なければ な ら ない。 

b) 原稿の 挿入 方法が 分かりやすい 構造 • 形 状で なければ ならない。 

注記 加齢な どに よって 認知 機能 力 《 低下した 利用者 は， 新しい 操作 方法が 覚えに くくなる。 
C) 視覚に 頼らず， 原稿 を 裏表い ずれの 向きで 揷入 すれば よい かが 分かる ことが 望ま しい。 

例 音声 ガイダンスで 原稿の 向き を 知らせる。 
d) 視覚に 頼らず， 原稿 を セットし たこと 力 《確認で きなければ ならない。 

例 原稿が セットで きた こと を， 報知 音 又は 音声 ガイダンスで 知らせる。 
D.3.2.2 原稿 ガイド 

原稿 ガイドに 関する 要件 は， 次に よる。 

a) 原稿 ガイドの 操作 部 （つまみ） は， つまみ やすく， 過度な 手首の 回転 及び 力 を 必要と せずに， 操作で 
きなければ ならない。 

例 操作 部 （つまみ） を 滑りに く くす るた めに， 表面に 凹凸が 付いている。 

注記 筋力 低下， 麻 ひ （痺 ）， 手の 震え， 不随意運動 などの ある 利用者， 又は 加齢に よって， 手指の 
細かな 動きが できなくなる とともに， 筋力が 低下し 十分な 力が 出せ なくなったり， 関節の 可 
動 範囲が 狭 くな つたり する 利用者 は， 操作 部 を 操作で きない 場合が ある。 

b) 原稿 ガイドの 位置 決め は， 視覚と ともに 触覚で も 確認で きなければ ならない。 

例 用紙 サイズに 合わせた 所定の 位置で， 操作 感が ある。 
D.3.2.3 原稿 排出 口 及び 記録 紙 排出 口 
原稿 排出 口 及び 記録 紙 排出 口 は， 原稿 及び 記録 紙が 取 り やすい 構造 及び 形状で な ければ な ら ない。 
例 1 排出 口に 受け皿が ある。 
例 2 ロール 紙が， 自動的に 切り取られる。 

注記 筋力 低下， 麻 ひ （痺 ）， 手の 震え， 不随意運動 などが ある 利用者 は， ロール 紙 を 切り取る ことが 
難しい 場合が ある。 
D.3.2.4 保持 用 カバー 

保持 用 カバーに 関する 要件 は， 次に よる。 
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a) 開閉 方法が 分か り やすい 構造 及び 形状で なければ な ら ない。 

b) 視覚に よって だけでなく， 触覚に よっても 開閉 力 《確認で きなければ ならない。 

例 カバーの 開閉が 完了した こと を 確認で きる ように， 操作 感が ある 又は 機械的な クリック 音 を 出 
力す る。 

C) 不用意に 開閉 して はならない。 

注記 利用者の 意図に 反して 閉じられて しまう と， けが をす る ことがある。 
D.3.3 外部 接続 部 

外部 接続 部に 関する 要件 は， 7,3 による。 
D.3.4 用語 及び 表記 

用語 及び 表記に 関する 要件 は， 7.4 による。 

D.4 その他 

音声 通話 機能 を 備える 場合に は， 附属 書 B による。 
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附属 書 E 
(規定） 

テ レ ビ 電話機の 基本 機能 及び 配慮 要件 

E.1 テレビ 電話機の 基本 機能 

この 規格で は， "同時に 映像 を 受信しながら 音声 通話す る 機能" を テレビ 電話機の 基本 機能と する。 
注記 1 テレビ 電話機 は， 固定 電話機と 同様な 形状 をした 固定 電話機 型， テレビに 接続し その 画面 を 
使用す るセッ ト トップ 型， 又は 携帯電話 機に テレビ電話 機能 を 搭載した 携帯電話 機 型に 大別 
される。 

注記 2 基本 機能 を 補完す る 機能と して， 電話帳 登録 機能 及び 閲覧 機能に ついても 配慮され ると， よ 
り 使いやすくなる。 

E.2 操作 及び 利用に 関する 要件 
E.2.1 操作 

操作に 関する 要件 は， 6.1 による ほ 力、， 次に よる。 
E.2.1.1 リモコン による 操作 

リモコンで 操作が できる 場合 は， 操作が， リモコン だけで 一貫して できる ことが 望ましい。 
E.2.1.2 確認 

確認に 関する 要件 は， 6 丄 3 による ほ 力、， 次の 項目 力、 複数の 感覚で 確認で きる ことが 望ましい。 

a) 映像の 送信 状態。 

例 映像が 送信され ている かどう か を， 報知 音 又は 音声 ガイダンスで 知らせる。 

b) 映像 入力 機器 （カメラ） の 向き。 

C) 複数の 映像 入力 機器が 接続され ている 場合の， 選択され ている 機器。 

例 撮影して いる 映像 入力 機器の 番号な ど を， 音声 ガイダンスで 知らせる。 
d) カメラの ズーム 量。 

例 ズーム 量の 変更の 操作 （ズーム アップ 又は ズーム ダウン） 時に， 報知 音 を 鳴らす。 
E.2.2 設置， 接続 及び 設定 

設置， 接続 及び 設定に 関する 要件 は， 6.2 による。 
E.2.3 心身の 安全性 

心身の 安全性に 関する 要件 は， 6.3 による。 
E.2.4 情報 セキュリティ 

情報 セキュリティ に関する 要件 は， 6.4 による。 
E.2.5 コンテンツ 利用の 権利 

コンテンツ 利用の 権利 に関する 要件 は ， 6.5 による。 
E.2.6 代替 手段 

代替 手段に 関する 要件 は， 6.6 による。 
E.2.7 インタフェース 仕様の 公開 

ィ ン タフ ヱース 仕様の 公開に 関する 要件 は， 7.5 による。 
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E.3 テレビ 電話機に 関する 要件 
E.3.1 入出力 インタフェース 

入出力 インタフェース に関する 要件 は， 6.1 による ほ 力、， 次に よる。 
E.3.1.1 操作 ボタン， キー 及び スィッチ 

操作 ボタン， キ 一及び スィッチ に関する テレビ 電話機の 個別の 要件 は， 次に よる。 
a) 通話 開始 ボタン， テレビ電話 開始 ボタン 及び 終了 ボタン は， 視覚と ともに 触覚で 他の 操作 ボタンと 区 
別で きなければ ならない。 
例 1 通話 開始 ボ タ ン 及び テ レ ビ 電話 開始 ボ タンの 中央部 分に 凸点， テ レ ビ 電話 終了 ボ タンの 中央 

部分に 凸バ一 が 付いている。 
例 2 大きさ， 形状な どで， 他の 操作 ボタンと 区別で きる。 
E.3.1.2 表示 装置 

表示 装置に 関する 要件 は， 次に よる。 

a) 受信 映像に 同時に 表示す る 操作 ガイダンス などの 文字情報 は， 可能な 限り， 見やす くなければ ならな 
い。 

例 コントラスト を 付ける ために， 文字情報に 背景 色が 付加され ている。 

b) 大 画面の 外部 表示 装置な ど を 接続で きる ように， 出力 インタフェース （VideoOUT, RGBOUT など） 
を 備える こ とが 望ましい。 

C) 受信 映像 とと も に 送信 映像 を 可能な 限 り 同時に 確認で きなければ な ら ない。 

例 ピ クチャ イン ピ クチャ 機能 （画面 内に 小さな 画面 を 入れる 機能） で， 送信 中の 映像が 確認で き 
る。 

注記 手話に よる 通信 を 行う 場合， 上半身 全体が 適切な 大きさで 撮影され ている こと を， 送信 側で 
常に 確認で きないと， 途中で 手指 動作 等が 撮影 範囲から 外れて しまい， 相手に 伝わらな いお 
それが ある。 

d) 映像の フレーム レート 及び 解像度が， 可能な 限り 調節で きなければ ならない。 

注記 1 映像 を 繰り返し 見る ことができ ると， 手話 又は 読 唇 をより 正確に 読み取る ことができる。 
注記 2 手話 又は 読 唇に は， フレーム レートが 15 fps 以上 及び 解像度が 352 X 288 画素 以上 あ る と ， 

読み取り やすい。 この 二つの 条件 を 同時に 確保で きない 場合 は， フレーム レート を 優先す 

るの がよ い。 

e) 映像 を， 録画 及び 再生で きる ことが 望ましい。 

注記 映像 を 繰り返し 見る ことができ ると， 手話 又は 読 唇 をより 正確に 読み取る ことができる。 
E.3.1.3 映像 入力装置 （カメラ） 

映像 入力装置 （カメラ） に関する 要件 は， 次に よる。 

a) オートフォーカス （自動 焦点） の 機能 を 備える ことが 望ましい。 

注記 視覚 障害， 加齢な どに よる 視力 低下な どのた めに， 焦点 を 正しく 合わせる ことが 難しい 場合 
が ある。 

b) オート アイリス （自動 露出） の 機能 を 備える ことが 望ましい。 

注記 視覚 障害， 加齢な どに よる 視力 低下な どのた めに， 露出 を 適切に 合わせる ことが 難しい 場合 
が ある。 

C) カメラの 撮影 範囲 （ズームな ど） 及び 方向 （パン， チルト など） が, 変更で きなければ ならない。 
注記 1 映像で 手話 を 伝える に は， 上半身 及び 両手が 映る 必要が ある。 
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注記 2 視覚 障害の ある 利用者が， 通信 先の 相手から 指示 を 受けながら カメラの 撮影 範囲 及び 方向 
を 操作し， 相手に 文字， 色な どの 視覚 的な 情報 を 読み取って もらう ことができる。 

d) カメラの 機能 は， 通信 相手 側から も 制御で きる ことが 望ましい。 また， この 機能 は， 必要に応じて 拒 
否で きなければ ならない。 

注記 1 視覚 障害の ある 利用者の カメラ を， 通信 先の 相手から 制御で きる と， より 的確に 情報 を 読 
み 取る ことができる。 

注記 2 事前に 承諾した 撮影 範囲 以外 を， 通信 先の 相手に 見て ほしくない 場合に は， 制御機 能を禁 
止で きる こ とが 必要になる。 

e) 外部 カメラ を 接続で きる ように， 映像 入 カイ ン タフ ヱ ースを 備える ことが 望ましい。 

注記 視覚 障害の ある 利用者が， 手元の 情報 を 通信 先の 相手に 読み取って もらう ときに， 近接 撮影 
できる 外部 カメラ を 接続で きる と， 書類な どの 小さな 文字 も 精細に 撮影で きる。 
E.3.2 機器 本体の 形状 及び 構造 

機器 本体の 形状 及び 構造 は， 7.2 による。 
E.3.3 外部 接続 部 

外部 接続 部に 関する 要件 は， 7.3 による。 
E.3.4 用語 及び 表記 

用語 及び 表記に 関する 要件 は， 7.4 による。 

E.4 その他 

固定 電話機 型 又は セット トップ 型 は， 附属 書 B を 参照。 携帯電話 機 型 は， 附属 書 C を 参照。 
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附属 書 F 

(参考） 
参考文献 

(設計 指針な ど） 

JISC 0447:1997 マン マシン イン タフ ヱース （MMI) — 操作の 基準 
JIS C 5512:2000 補聴器 

JIS S 0013:2002 高齢者 • 障害者 配慮 設計 指針 一 消費生活 製品の 報知 音 

J IS S 0014:2003 高齢者 • 障害者 配慮 設計 指針 一 消費生活 製品の 報知 音 一 妨害 音 及び 聴覚の 加齢 変化 

を 考慮した 音 圧 レベル 

JIS S 0032:2003 高齢者 • 障害者 配慮 設計 指針 - 視覚 表示物 一 日本語文字の 最小 可読 文字 サイ ズ 推定 

方法 

JIS X 8341-3 高齢者 • 障害者 等 配慮 設計 指針 一 情報通信 にお ける 機器， ソフト ゥェ ァ 及び サービス 一 

第 3 部： ゥヱブ コンテンツ 
JIS Z 8071:2003 高齢者 及び 障害の あ る 人々 の ニーズに 対応 し た 規格 作成 配慮 指針 
J1S Z 8513 人間工学 一 視覚 表示 装置 を 用いる オフ ィ ス 作業 一 視覚 表示 装置の 要求 事項 
JIS Z 8517:1999 人間工学 一 視覚 表示 装置 を 用いる オフ ィ ス 作業 一画 面 反射に 関する 表示 装置の 要求 

事項 

JISZ 8518:1998 人間工学 一 視覚 表示 装置 を 用いる オフィス 作業 一 表示 色の 要求 事項 

J1S Z 8524:1999 人間工学 一 視覚 表示 装置 を 用いる オフィス 作業 一 メニュ 一対 話 

J1S Z 8528-2:2006 人間工学 一 フラット パネル ディスプレイ （FPD) を 用いる 作業 一 第 2 部： FPD の 

人間工学 的 要求 事項 

JIS Z 8530:2000 人間工学 ーィ ン タラ ク ティ ブ システムの 人間 中心 設計 プロセス 
ITU-f F.790, Telecommunications accessibility guidelines lor older persons ana persons with disabilities 
ITU-T V.18, Operational and interworking requirements for DCEs operating in the text telephone mode 
国際 非 電離 放射線 防護 委員会 （ICNIRP) 

時間 変化す る 電界， 磁界及び電磁界にょる8投シ'；^を制限するためのガィ ドライ ン （300 GHz まで） 

1 998 年 < http://www.soc.nii. acjp/jhps/j/information/nonioniz/icnirp.html > 
不要 電波 問題 対策 協議会 （現 電波 環境 協議会） 

医用 電気 楼 器への 電波の 影響 を 防止す るた めの 携帯電話 端末 等の 使用に 関する 指針 1997 年 
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JISX 8341-4： 2012 

高齢者 * 障害者 等 配慮 設計 指針 一 
情報通信 における 機器， ソフトウェア 及び サービス 一 

第 4 部： 電気 通信 機器 
解 説 



この 解説 は， 規格に 規定 '記載した 事柄 を 説明す る もので， 規格の 一部で はない。 

この 解説 は， 日本規格協会が 編集' 発行す る もので あり， これに 関する 問合せ 先 は 日本規格協会 である。 

1 今回の 改正までの 経緯 

この 規格 は， JISZ8071 (高齢者 及び 障害の ある 人々 の ニーズに 対応した 規格 作成 配慮 指針） 及び JISX 
8341-1 (高齢者 • 障害者 等 配慮 設計 指針 一 情報通信 における 機器， ソフト ゥヱァ 及び サービス 一 第 1 部 ： 
共通 指針） に 基づき， 高齢者， 障害の ある 人々 及び 一時的な 障害の ある 人々 を 含む 幅広い 感覚， 身体， 認 
知の 能力 を もつ 人に 対す る 電気 通信: 器 を 企画， 開発 及び 設計す る 際に 配慮すべき 指針 を 示す こと を 目的 
として， 2005 年に 制定 （以下， 旧規 格と いう。） された 後， 今回の 改正に 至った。 

なお， 旧 TiS 格の 巾 11 疋後， 曰 本 ら ITU-l ( International Telecommunication Union Telecommunication 
Standardization Sector) に対して， 旧規 格 及び 情報通信 アクセス 協議会 発行の "高齢者 • 障害者 等に 配慮し 
た 電気 通信 ァク セ シ ビ リ テ ィ ガイ ドラ イン 第 2 版" を 基に， 電気 通信 ァ クセシ ピリ ティ 指針の 勧告 化を提 
条 し， 2007 年に ITU-r F.790 (Telecommunications accessibility guidelines for older persons and persons with 
disabilities) として 勧告 化され， 現在に 至ってい る。 また その後， グループ 規格で ある JIS X 8341-1 も， 同 
規格 を 基に 日本から 提案し， 制定され た 国際規格 ISO 9241-20 を 基に 2010 年に 改正され た。 

今回， 情報通信 アクセス 協議会 は， JIS 原案 作成 委員会 を 組織し， J1S 原案 を 作成した。 この JIS 原案 を 
主務大臣 である 経済 産業 大臣に 提出し， 日本 工業 標準 調査 会で 審議 議決され， 平成 24 年 9 月 20 日付で 公 
示された。 

2 今回の 改正の 趣旨 

今回， この 規格 は， ITIJ-TF.790 との 整合 を 図る こと を 主 目的と して， 先に 改正され た グループ 規格 J1S 
X8341-1 の 内容 も 考慮して 改正 を 行った。 この 規格 作成に おける 基本 方針 は， 次のと おりで ある。 

a) この 規格 は， 本体 及び 附属 書で 構成した。 本体で は あらゆる 電気 通信 機器に 共通 的な 配慮 要件 を 記載 
した。 附属 書 （規定） に は， 機器 個別に 配慮すべき 要件 を， 現在の 代表的な 電気 通信 機器で ある 固定 
電話機 （IP 電話機 を 含む。）， 携帯電話 機， ファクシミリ， 及び テレビ 電話機に ついて 規定した。 

b) JIS Z 8071 に 従い， JISX 8341-1 の 基本的な 考えに 基づき， 国内 外の 関連 規格 • 指針な どを 総合的に 
考慮した。 特に ITIJ-TF.790 との 整合性に 留意した。 

C) 情報通信 分野に おける 基本的な 配慮 要件の 概念 は JISX8341-1 に 規定され ている ので， 重複 をなる ベ 

く 避けて， 電気 通信 機器に 関する 規格と して， できる 限り 詳細 かつ 具体的な 規格と した。 
d) 各項 目の 要求 レベルに ついては， 原則として ITU-TF.790 に 合わせた。 

解 1 
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e) 一つの 電気 通信 機器で 利用者の あらゆる 感覚， 身体， 認知の 能力 を もつ 人に 対応す る こと は 必須で は 
ない が， 同時に， 全ての 利用者， また， 幅広い 利用者が， 特別な 準備 をす る ことなく 利用で きる 設計 
の 追求 を 求める。 

f) 新 しい 概念の 電気 通信 機器 及び 既存の 機能が 複合 化 し た 機器に ついて も， できる 限り 適用で きる よう 
にした。 

g) 配慮すべき 要件と ともに， それらの 要件 を 適切に 選択して， 利用者の ニーズ を 満足させる ための 方法 
として， 機器の 企画 '開発' 設計に 関する プロセスに ついても 言及す る。 その 際， JIS Z 8530 (人間 
工学 一 インタ ラク ティ ブ システムの 人間 中心 設計 プロセス） を 参考に した。 

h) 利用者が 製品 を 購入す ると き 及び 使用す る ときに 必要な サポート 情報 を 提供す る と きの 配慮 要件に つ 
いても 言及した。 

1) 各 要件の 具体的 実現 方法 を， 開発の 参考になる ための 注記 及び 例と して 付記した。 
j) 電気 通信 機器 を 除く 電気 通信に 使用す る 設備 及び 電気 通信 サービスに ついては， 適用 範囲から 除外し 
た。 ただし， 附属 書に 参考と して 記載した。 
なお， この 規格 は， 1TU-T F.790 との 整合 を 図る こと を 目的と して， 同 規格 を 参考に している 力 s， 技術 
的 内容 を 変更して 作成され ている。 主な 変更 点 を 次に 示す。 
• 電気 通信 サ 一 ビスに 関する 配慮 事項 を 規定で はなく 参考と している。 
• 一部の 要件に， 注記と して 補足説明が 加えられ ている。 
• 一部の 要件に， 例と して 実現 例が 加えられ ている。 
• 附属 書に 規定と して， 個別 機器の 配慮 要件が 加えられ ている。 

3 審議 中に 特に 問題と なった 事項 

電気 通信 サ 一 ビスに 関する 事項に おいて， 2005 年 制定 時 に も ， 電気 通信 サ 一 ビスに ついての 配慮 要件 を ， 
規格に 盛り込む ことに 関して， 議論 を 重ねた。 結論と して， 電気 通信 サービス 全体で ァクセ シビリ ティに 
配慮すべき 課題の 存在 は 認められる ものの， 工業 標準化 法に 基づいて， 機器の 使用方法 として 規定で きる 
こと を 見出す こと はでき ず， 規格から 除き， 電気 通信 機器 だけ を 適用 範囲と した。 

今回の 改正 時に おいても， 再び この 問題に ついて， 国際規格 である ITU-T F.790 との 整合性の 観点から 
も 議論した。 ITU-TF.790 に は， "双方 向 電気 通信 サービス"， "電気 通信 プラットフォーム サービス" 及び 
"緊急 通信" に関する 配慮 事項が 記述され ている。 いずれも 電気 通信 機器 だけで はァ クセシ ピリ ティ を 確 
保す る ことが 困難な ものである。 しかしながら， 前回の 議論のと きと 同様に， 工業 標準化 法に 基づき， 規 
定 化する こと は 困難であった。 結論と して， ITU-T F.790 の 電気 通信 サービス に関する これらの 要件 を， 
附属 書に 参考と して 記述す る ことにと どめた。 その 一方で， 国際規格 である ITU-T F.790 の 国内 普及 を 促 
進す る こ とも 同時に 進める こ と にした。 

4 適用 範囲に ついて 

この 規格 は， "あらゆる 電気 通信 サ 一 ビス を 利用 する ために 利用者が 直接 操作す る 機器" を 対象と してい 
るが, 主たる 対象 は， 附属 書 B 〜附属 書 E にある 個人 利用者 を 対象と した 機器で ある。 公衆電話 機な どの 
よ う に 不特定多数の 利用者 を 対象と した 機器の 場合 は， 多様な 人々 が 利用す る こ とへの 配慮が 必要で あり， 
この 規格 を 満足す る だけで は 十分で はない 可能性 も ある。 しかし， そのような 場合で も， 一つ一つの 配慮 
要件 は 可能な 限り 多様な 高齢者 • 障害者の ニーズに 過不足な く 対応で き るよう に 作成され てお り， それら 
の 機器に 求められる 別の 配慮 要件 を 組み合わせて 検討す るな ど すれば， この 規格 を 適用す る こと は 十分 可 

解 1 
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能で ある。 

さらに， 近年 は 携帯電話 機の 多 機能 化， また， スマート フォンと 呼ばれる 移動体 通信に 接続す る 携帯 情 
報 端末の 普及 も 急速に 進んで きて おり， この 規格で 定義した 携帯電話 機の 基本 機能 （音声 通話， メール 送 
受信， ウェブ 閲覧） だけで， 利用者の ニーズに 対応す る こと は 困難に なって きている。 しかしながら， 規 
格 制定 当初から "複合 製品な ど， 従来の 電気 通信 機器に 当てはまらない 新しい 概念の 製品 及び 製品 群 も， 
この 規格に 従う ことが 望ましい。 （以下， 省略)" 及び 本体の 箇条 1 の 注記で 述べて いるよう に， 規格の 本 
体で は 可能な 限り あらゆる 電気 通信 機器 に 共通す る 配慮 要件 を まとめ， 各 機器 固有 と 思われる 配慮 要件 は ， 
附属 書に 回す 構成に している。 この ことから， 規格 本体に おける 共通 要件 は， 現在の 多 機能な 電気 通信 機 
器に 対しても， 技術的な 進歩 （音声 合成， 音声 認識， マルチ タッチスクリーン など） を 考慮す る ことな ど 
で， 十分に 適用 可能で ある。 

5 その他の 解説 事項 

高齢者 • 障害者 等 配慮 設計 指針 関係の JIS の 経緯 は， 次のと おり である。 

1997 年度〜 1998 年度に， 郵政省 （現 総務 省） 及び 厚生省 （現 厚生 労働省） は， 情報通信の 利用に 関する 
障害者 • 高齢者の 福祉 向上 を 目的に， "ライフ サポート 情報通信 システム 推進 研究会" を 開催した。 そして 
このと きの 提言 を 基に， 1998 年 10 月に 郵政省 （現 総務 省） は， "障害者 等 電気 通信 設備 ァクセ シビリ ティ 
指針" を 告示した。 これ を 受け， 同年 11 月に は， 同 ァクセ シビリ ティ 指針の 普及， 啓発 活動な ど を 主な 目 
的と した， 電気 通信 アクセス 協議会 （現 情報通信 アクセス 協議会） が 発足した。 そして 同 協議会 は， 2000 
年 7 月に "電気 通信 設備 ァクセ シビリ ティ ガイドライン 第 1 版" を 発行した。 さらに， 社会 情勢 及び 機器 
の 高度 化に 対応す るた め， この 第 1 版 を 基に "高齢者 • 障害者 等に 配慮した 電気 通信 ァクセ シビリ ティ ガ 
イド ライン 第 2 版" を 2004 年 5 月に 発行した。 旧規 格 は， この 第 2 版 を 基に 原案 作成 作業が 進められた。 
一方， 情報通信 分野 全般 に 目 を 向ける と， 2000 年 9 月に， 財団法人 日 本 規格 協会 情報技術 標準化 研究 セ 
ン ター （INSTAC) に "情報 バリア フリー 実現に 資する 標準化 調査 研究 委員会" が 設置され た。 また， 2001 
年 4 月に は， 社団法人 電子 情報技術 産業 協会 （現 一般 社団法人 電子 情報技術 産業 協会） （JEITA) において 
"ァ クセ シ ビリ ティ 標準化 対応 専門 委員会" が 設置 さ れ， 関連 部門が 相互に 連携 を と つ て 情報技術 分野の 
ァクセ シビリ ティ ガイ ドラ インの 策定が 進められ てきた。 こう した 中で， 情報通信 分野に おける "高齢者' 
障害者 等 配慮 設計 指針" は 既に 次の ものが 制定され， 三つの 階層 構造と なって いる （解説 図 1 参照)。 

階層の 最上 位の 規格 は JIS Z 8071 で， 日本から ISO に 原案 を 提案し 規格と なった ISO/IEC Guide 71, 
Guidelines lor standards developers to address the needs of older oersons and uersons with disabilities を JIS 化 し た 

規格で ある。 規格 タイトルが 示す とおり， 情報通信 分野に 限らず， あらゆる ァクセ シビリ ティに 配慮した 
規格 を 作成 するとき に 指針と すべき "基本 規格" に 位置づけられる。 

中間層 は， JISX 8341-1 である。 これ は， "グループ 規格" と 呼ばれて おり， 情報通信 分野に おける 様々 
な 機器， ソフ トウ エア 及び サービス 個々 の ァクセ シビリ ティ 規格 間の 整合 を 図る こと を 主な 目的と して 制 
定 されて いる。 

最下 層 は， それぞれの 機器な どの 個別 規格に よって 構成され る。 これまでに， 次の 規格が 制定され てお 
り， この 規格 も 第 4 部と して， この 階層に 含まれる。 
第 2 部： 情報処理 装置 （JIS X 8341-2) 
第 3 部 ： ウェブ コ ン テン ッ (J1S X 8341-3) 
第 4 部： 電気 通信 機器 （JIS X 8341-4) 

解 3 
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個別 製品 分野 ご と の 設計 規格 



第 5 部 ： 事務機器 （JIS X 8341-5) 

第 6 部： 対話 ソフト ゥヱァ (J1SX 8341-6) (予定) 

第 7 部： ァクセ シビリ ティ 設定 (J1SX 8341-7) 



A 



ァ クセシ ブル デザイン に対する 
S2|S: 的な 考え方 



JIS Z 8071 高齢者 及び 障害 の ある 人々 の ニーズに 対応した 
規格 作成 配慮 指針 （2003 年 6 月 20 日 制定） 



に 



ン 関 巡 規格 を 策定す るた め の 規格 
(JIS 原案 作成者 向け） 



製品 • サービス 全体の 規格 



--— ~ ― ― 關 ' - " ― 、 

JIS X 8341-1 高齢者 • 障害者 等 配慮 設計 指針 

一 情報通信 における 機器， ソフ トウ エア 及び サービス • 
第] 部 ： 共通 指針 （2010 年 3 月 23 日 改正） 

パ ソ コ ン， 携帯電話， ソフトウェア， サービス など 
情報処理 機器 • サービス 全般 を 対象と する 規格 



周辺 装置， ソフト ゥヱァ 
サービス， 



第 2 部 ： バソコ ン 等の 情報処理 装置， 
第 3 部 ： ブラウザ を 用いて アクセス- 

(電子 文書 を 含む） 
第 4 部 ： 固定 電話機， 携帯電話 機， ファクシミリ， テレ ビ 電話 
第 5 部： オフィス 用の 複写機， 複合 機 及び ページ プリンタ 
第 6 部 ： ソ フ トウ エアの ァクセ シビリ ティ について 考慮すべき 事項 
第 7 部 ： ァクセ シビリ ティ 設定の ユーザ インターフェース J 



きな ど 



解説 図 1 一規 格の 位置付け 



6 原案 作成 委員会の 構成 表 

原案 作成 委員会の 構成 表 を， 次に 示す。 



電気 通信 ァクセ シビリ ティ 標準化 専門 委員会 構成 表 



ゥ ェ ブコ ン テン ッ 

電気:' i!if,i 機器 

対話 ソフ トウ エア 



(2004 年 5 月 20 日 制定） ヽ 
(20 10 年 8 月 20 日 改正） 
(20 12 年 9 月 20 日 改正） 
(2006 年 1 月 20 日 制定） 
(予定） 



ティ 設定 （2011 年 8 月 22 日 制定) 



所属 

東洋 大学 
東京 電機 大学 
早稲 田 大学 
筑波 技術 大学 

NTT サービス ィ ンテ グレー シ ヨン 基盤 研究所 

ウイ ッラ ボ 

株式会社 NTT ドコモ 

ソフ ト バンク モ パイル 株式会社 

西日本 電信 電話 株式会社 

解 4 



グ 

/JIS X 8341-2 
JIS X 8341-3 
JIS X 8341-4 
JISX 8341-5 
JIS X 8341-6 
J1S X 8341-7 



(委員長） 
(副 委員長) 

(委員） 



^dr 立 s m 口 立 口な m 

2 3 4 5 6 7 

第 第 第 第 第 第 



肇敏司 之 英雄 一 清 実 

^ 直 充正曰 曰達修 

氏 田 坂 本 上 島 木 下田 

山 小 松 井水 関 青竹 安 

〇 〇 〇 〇 



著作権法 により 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 



39 

X 8341-4 ： 2012 解説 



(関係者) 



(主査） 
(副 主査） 
(メンバー) 



(関係者) 



和 日本 アイ • ビー • ェム 株式会社 

幸 岩 崎 通信 機 株式会社 

茂 NEC アクセス テク 二 力 株式会社 

一 ソニー 'エリクソン' モ バイ ルコ ミ ュニ ケーシ ョ ンズ 

株式会社 
宏 NPO 法人 支援 技術 開発 «ぉ 構 
夫 社団法人 全日 本 難聴 者 • 中途 失 聴 者 団体 連合会 
二 財団法人 全日 本ろう あ 連盟 
宏 日本 障害者 協議会 

彰 公益 財団法人 日本 障害者 リハビリテーション 協会 

幸 社会福祉 法人 日 本 盲人 会 連合 

樹 株式会社 ユー ディ ッ ト 

雄 総務 省 

勝 総務 省 

博 総務 省 

宏 総務 省 

彦 厚生 労働省 

司 経済 産業 省 

吾 経済 産業 省 

輝 財団法人 日本規格協会 

宏 一般 社団法人 情報通信 ネ ット ワーク 産業 協会 
子 一般 社団法人 情報通信 ネ ット ワーク 産業 協会 
織 一般 社団法人 情報通信 ネ ット ワーク 産業 協会 
， WG 委員 を 示す。 



電気 通信 ァク セシ ピリ ティ 標準化 検討 WG 構成 表 

所属 

NTT サービス ィ ンテ グレー シ ヨン 基盤 研究所 
日本 障害者 協議会 
ウイ ッラ ボ 
株式会社 NTT ドコモ 
ソフ ト バンク モ パイル 株式会社 
西日本 電信 電話 株式会社 
沖 電気工 業 株式会社 

パナソ ニック モ パイル コミュニケーション ズ 株式会社 
富士 ゼロックス 株式会社 
富士通 デザィ ン 株式会社 
岩 崎 通信 機 株式会社 
NEC アクセス テク 二 力 株式会社 

ソニー 'エリクソン' モ バイ ルコ ミ ュニケ ーショ ンズ 
株式会社 

社団法人 全日 本 難聴 者 • 中途 失 聴 者 団体 連合会 
筑波 技術 大学 

公益 財団法人 日本 障害者 リハビリテーション 協会 
株式会社 ユー ディ ッ ト 
総務 省 
経済 産業 省 

解 5 



正 孝 紳 節 三 正 孝 直 敏正靖 信 一 活俊信 忠裕香 印 

〇 

澤 井藤 田 村 井 松 垣 島 木 原 間 屋蓝浦 田 澤木田 口 形 藤 

己 

ー三ロ 

瀧 北加須 河川 久梅寺 鈴 榊 安土 後 松 山犬 鈴 森 樋 小斎 注 

〇 〇 〇 〇 〇 



名 

氏 



英宏雄 一 康人和 二 夫 枝 幸 茂 一 

チ11 

涛 

昌正達 修雅清 邦 裕正奈 孝 紳 

島 垣 木本 月 木 岡 田 田 井藤 田 

水 梅 関 青山 望 鈴 花 四 内 北加須 



彦之子 樹博吾 

光正 美 直靖俊 

川上 村 原 藤 木 

小 井野 榊 後 鈴 



著作権法に よ り « 繭での Hit 等 は 禁止され ております。 
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解 6 

著作 楼 法に よ り 無断での 複«， lawf は爾止 さ れて おります。 



事務局) 



財団法人 日本規格協会 

一般 社団法人 情報通信 ネ ッ ト ヮ ーク 産業 協会 
一般 社団法人 情報通信 ネ ッ ト ヮ ーク 産業 協会 
一般 社団法人 情報通信 ネ ッ ト ヮ ーク 産業 協会 

(執筆者 水 島 昌英) 



輝 宏子織 

信 忠裕香 

田 口 形 藤 

森 樋 小斎 
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